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Ⅰ 認証評価結果 

 

東京工業大学は、大学評価・学位授与機構が定める大学評価基準を満たしている。 

 

主な優れた点として、次のことが挙げられる。 

○ 研究科・専攻以外の基本的組織として12分野で、文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムによる世界最

高水準研究教育拠点が形成され、それに伴い博士後期課程を対象とする５つの大学院特別教育研究コー

スを設置している。 

○ 教員選考に公募制を採用しており、全教員数の約30％が企業・国立研究機関等の経験者である。 

○ 平成18年度科学技術振興調整費（若手研究者の自立的研究環境整備促進事業）に採択された「フロン

トランナー養成プログラム」のもとで、学長直属の組織としてグローバルエッジ研究院を設置し、テニュ

ア制度に取り組んでいる。 

○ 附属科学技術高等学校との連携による「科学技術創造立国としての高大連携システム及びその効果に

関する研究」に取り組み、従来にない新しい資質を備えた人材の育成を目指し、特色ある高大連携特別

選抜を実施している。 

○ 入学時に、学生に進学すべき学科を特定させずに、２年次進級時に学科を選択させる「類別入学制度」

を採用している。 

○ 四大学連合（東京工業大学・一橋大学・東京医科歯科大学・東京外国語大学）複合領域コースの設置

による「学際的・複合的領域の教育」が実施されている。 

○ インターネットを利用した授業形態として、東京工業大学オープンコースウェア（ＯＣＷ）をプラッ

トフォームとした251科目の講義ノート公開による「東京工業大学の理工系教育の世界共有財産化」が

実施されている。 

○ 文部科学省特色ＧＰに３件、現代ＧＰに１件、「魅力ある大学院教育」イニシアティブに４件、大学院

教育改革支援プログラムに５件、大学教育の国際化推進プログラム（戦略的国際連携支援）に１件、グ

ローバルＣＯＥプログラムに５件、法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムに１件、社会人の学

び直しニーズ対応教育推進プログラムに１件、学生支援ＧＰに１件が、それぞれ採択されている。 

○ 学部学生の90％近くが大学院に進学している。 

○ 全学生を対象に学勢調査を実施し、学生の要望や問題点指摘を集計・分析し、改善・対応した結果を、

随時ウェブサイトに掲載している。 

○ ＩＣＴ環境が極めて充実しており、「共通認証・認可システム」、「東工大ポータル（Tokyo Tech Portal）」

等の運用により、教育研究に有効に活用している。 

○ 戦略策定、企画・立案、執行を行う独自のマネジメント体制を機動的に展開している。 

 

主な改善を要する点として、次のことが挙げられる。 

○ 大学院の一部の研究科においては、入学定員超過率が高い、又は入学定員充足率が低い。 

 

上記のほか、更なる向上が期待される点として、次のことが挙げられる。 

○ 学士課程に比べて大学院における教員の教育活動に関する評価が十分とはいえないので、更なる取組

を期待する。 
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Ⅱ 基準ごとの評価 

基準１ 大学の目的 

１－１ 大学の目的（教育研究活動を行うに当たっての基本的な方針、達成しようとしている基本的な

成果等）が明確に定められており、その内容が、学校教育法に規定された、大学一般に求められ

る目的に適合するものであること。 

１－２ 目的が、大学の構成員に周知されているとともに、社会に公表されていること。 

 
【評価結果】 

基準１を満たしている。 

 
（評価結果の根拠・理由） 
１－１－① 目的として、教育研究活動を行うに当たっての基本的な方針や、養成しようとする人材像を含めた、達成し

ようとする基本的な成果等が、明確に定められているか。 

大学の目的及び使命は、学則第１条に「国立大学法人東京工業大学が設置する東京工業大学は、将来、

工業技術者、工業経営者、理工学の研究者、教育者として指導的役割を果たすことができる有能善良な公

民を育成する目標のもとに、これに必要な一般的教養と専門的知識とを学生に修得させるとともに、理学

及び工学に関する理論と応用を研究し、その深奥を究めて科学と技術の水準を高め、もって文化の進展に

寄与し、人類の福祉に貢献することをその目的及び使命とする。」と明記している。 

また、将来構想について、『「21世紀の個性輝く東京工業大学検討委員会」将来構想検討部会報告書』に、 

・ 大学の理念 

独創的・先端的科学・技術を中心とする学術研究を推進すると同時に、大学院・学部並びに附置研究

所において、創造性豊かで国際感覚を併せもつ人間性豊かな科学者、技術者および各界のリーダーとな

りうる人材の育成を行い、産学の連携協力をも得て、我が国のみならず世界の科学、産業の発達に貢献

するとともに、世界に広く門戸を開いて関係者の知恵を集め、世界平和の維持、地球環境の保全等、人

類と地球の前途に係わる諸問題の解決に積極的役割を果たす｡ 

・ 教育理念 

学部、大学院にわたり、学生が「高い学力、豊かな教養と論理的思考に基づく知性、リスクに耐える

力、幅広い国際性」を持つように教育する。 

・ 研究理念 

真実なるものおよびより高きものの探求を基調とし、健全なる価値判断に基づいて、科学・技術の持

続的発展に努力し、産業の発達に先駆的に貢献するとともに、世界文化の昂揚と人類福祉の増進に寄与

する。 

とまとめ、国立大学法人東京工業大学の理念を明確に示し、大学の中長期目標を「世界最高の理工系総合

大学の実現」と設定して、教育、研究、及び社会貢献の目標を定めている。 

これらのことから、目的が明確に定められていると判断する。 

 

１－１－② 目的が、学校教育法第52条に規定された、大学一般に求められる目的から外れるものでないか。 

大学の目的は、学則第１条に定めるとともに、理念・目標は、将来構想検討部会報告書に示し、教育、

研究、及び社会貢献の目標は、大学要覧『進化する東京工業大学』に、「世界に通じる人材の育成」、「世界
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に誇る知の創造」、「知の活用による社会貢献」と定めている。 

これらを踏まえ、学士課程の教育目標は、大学要覧『進化する東京工業大学』に、「理工系基幹学力お

よび論理的思考力を修得した創造性豊かな人材を育成する。」と掲げている。 

これらのことから、目的が学校教育法に規定された大学一般に求められる目的から外れるものでないと 

判断する。 

 

１－１－③ 大学院を有する大学においては、大学院の目的が、学校教育法第65条に規定された、大学院一般に求められ

る目的から外れるものでないか。 

大学院の目的は、学則第69条に、修士課程は、「広い視野に立って精深な学識を修め、専攻分野におけ

る理論と応用の研究能力を培うことを目的とする。」、博士後期課程は、「専攻分野について、独創的研究に

よって従来の学術水準に新しい知見を加えるとともに、研究者として自立して研究活動を行い、又はその

他の高度に専門的な業務に従事するに必要な能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とす

る。」、専門職学位課程は、「高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培う

ことを目的とする。」と定めるとともに、大学院課程の教育目標は、大学要覧『進化する東京工業大学』に、

修士課程は、「理工系専門学力および問題解決能力を修得した先見性豊かな人材を育成する。」、博士課程は、

「理工系先導学力および深遠な教養を有する国際的リーダーシップ豊かな人材を育成する。」と掲げている。

さらに、専門職学位課程の教育目標は、「技術経営（ＭＯＴ）教育を通じて、技術による新たなマーケット

の創造、マーケットの変化に対応した新技術の開発、さらにこれらのイノベーションサイクルの継続的な

創出を戦略的に実践できる人材を育成する。」と掲げている。 

また、学則第２条に、各研究科の目的を定めている。 

これらのことから、大学院の目的が学校教育法に規定された大学院一般に求められる目的から外れるも

のでないと判断する。 

 

１－２－① 目的が、大学の構成員（教職員及び学生）に周知されているか。 

大学の目的、基本理念・人材像及び教育研究活動方針を掲載している大学要覧『進化する東京工業大学』

を毎年、教職員全員及び新入学生に配付するとともに、その基本理念に基づく具体的な目標を定めた中期

目標・中期計画をウェブサイトに掲載し、また、毎年４月に実施している学部新入生全員を対象としたオ

リエンテーションでは、冒頭において大学の目的・理念や求める人材像について講話を行っている。 

これらのことから、目的が大学の構成員に周知されていると判断する。 

 

１－２－② 目的が、社会に広く公表されているか。 

大学の基本理念及び教育研究活動方針については、大学要覧『進化する東京工業大学』及びウェブサイ

トに掲載することにより、社会に公表している。ウェブサイトへは１日平均35,000件近いアクセスがある。 

大学要覧『進化する東京工業大学』は、英語版を作成して、海外の協定校、大学、在外公館等に配布し、

海外へも積極的に公表している。 

また、大学の目的・教育基本方針を記載した『大学案内』及び大学紹介ＤＶＤは、同窓会組織である蔵

前工業会、名誉教授等に加え、入学志願者が閲覧可能とするため、全国の高等専門学校、高等学校、予備

校、図書館等に配布するとともに、オープンキャンパス、大学説明会等において配布している。 

さらに、広報誌『Tech Tech』は、大学の教育研究活動及び目的を分かりやすく示すものとして、小・
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中学校やマスコミ関係に勤務している卒業（修了）生へ配布し、社会における認知度の向上を図っている。 

これらのことから、目的が社会に広く公表されていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準１を満たしている。」と判断する。 

 

 

（注） 

評価の観点等に用いている学校教育法の条項については、「学校教育法等の一部を改正する法律（平成19年法律第96号、

施行日：平成19年12月26日）」施行に伴い、学校教育法第52条は第83条に、同法第65条は第99条になった。 

しかしながら、本評価結果においては、大学の自己評価書の提出日が「学校教育法等の一部を改正する法律」の施行日以前

であり、また自己評価書と評価結果の整合性を図るため、改正前の条項を用いている。 
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【評価結果】 

基準２を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

２－１－① 学部及びその学科の構成（学部、学科以外の基本的組織を設置している場合には、その構成）が、学士課程

における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

学士課程では、理工系基幹学力及び論理的思考力を修得した創造性豊かな人材の育成を目指し、理学部

に５学科、工学部に16学科及び生命理工学部に２学科が設置され、各学部・類・学科の構成は次のとおり

である。 

 
学則第4条及び第97条等に基づく学部・類・学科の構成 

学  部 類 類を構成する学科 

理学部 １類 数学科、物理学科、化学科、情報科学科、地球惑星科学科 

２類 金属工学科、有機材料工学科、無機材料工学科 

３類 化学工学科、高分子工学科、(※)経営システム工学科、(※)開発システム工学
科 

４類 機械科学科、機械知能システム学科、機械宇宙学科、(※)制御システム工学科、
(※)経営システム工学科、(※)開発システム工学科 

５類 電気電子工学科、情報工学科、(※)制御システム工学科、(※)開発システム工
学科 

工学部 

６類 土木・環境工学科、建築学科、社会工学科、(※)開発システム工学科 

生命理工学部 ７類 生命科学科、生命工学科 

(※)複数の類に参画している学科 
 

また、学生は１年次に類所属となり、２年次から各学科に所属し教養教育と専門教育を有機的に関連さ

せるため、高学年でも教養科目を履修できる「くさび形教育」が行われている。 

これらのことから、学部及びその学科の構成が目的を達成する上で適切なものとなっていると判断する。 

 

２－１－② 教養教育の体制が適切に整備され、機能しているか。 

学長の下に４人の理事・副学長を配し、このうち１人を教育担当としている。この理事・副学長（教育

担当）の責任の下、教育推進室を設け、その中に教育企画会議と教育推進会議を置き、教養教育を含めた

教育課程や教育方法等を大局的に検討している。これらの検討結果を踏まえ、教養教育に関して検討を行

う全学科目教育協議会において、教養教育の編成や改善等に係る具体的検討を行っている。 

 また、教養教育の実施体制については、平成８年２月２日開催の評議会で決定された「全学科目教育の

責任分担に関する覚書」に基づき、教育責任分担が毎年度教育研究評議会において確認され、教育責任分

担部局等を明確に決め、責任ある実施体制が確立されている。 

これらのことから、教養教育の体制が適切に整備され、機能していると判断する。 

 

基準２ 教育研究組織（実施体制） 

２－１ 大学の教育研究に係る基本的な組織構成（学部及びその学科、研究科及びその専攻、その他

の組織並びに教養教育の実施体制）が、大学の目的に照らして適切なものであること。 

２－２ 教育活動を展開する上で必要な運営体制が適切に整備され、機能していること。 
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２－１－③ 研究科及びその専攻の構成（研究科、専攻以外の基本的組織を設置している場合には、その構成）が、大学

院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

大学院には、理工学研究科に20専攻、生命理工学研究科に５専攻、総合理工学研究科に11専攻、情報

理工学研究科に３専攻、社会理工学研究科に４専攻及びイノベーションマネジメント研究科に２専攻が設

置されており、大学院課程の教育研究の目的に基づく組織構成となっている。その組織構成は次のとおり

である。 

 
学則第73条に基づく研究科・専攻の構成 

研 究 科 専   攻 

理工学研究科 数学専攻、基礎物理学専攻、物性物理学専攻、化学専攻、地球惑星科学専攻、物
質科学専攻、材料工学専攻、有機・高分子物質専攻、応用化学専攻、化学工学専
攻、機械物理工学専攻、機械制御システム専攻、機械宇宙システム専攻、電気電
子工学専攻、電子物理工学専攻、集積システム専攻、土木工学専攻、建築学専攻、
国際開発工学専攻、原子核工学専攻 

生命理工学研究科 分子生命科学専攻、生体システム専攻、生命情報専攻、生物プロセス専攻、生体
分子機能工学専攻 

総合理工学研究科 物質科学創造専攻、物質電子化学専攻、材料物理科学専攻、環境理工学創造専攻、
人間環境システム専攻、創造エネルギー専攻、化学環境学専攻、物理電子システ
ム創造専攻、メカノマイクロ工学専攻、知能システム科学専攻、物理情報システ
ム専攻 

情報理工学研究科 数理・計算科学専攻、計算工学専攻、情報環境学専攻 

社会理工学研究科 人間行動システム専攻、価値システム専攻、経営工学専攻、社会工学専攻 

イノベーションマ
ネジメント研究科 

技術経営専攻、イノベーション専攻 

 

また、文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムとして、平成14年度に４件、平成15年度に５件、平成16

年度に３件の合計12件が採択され、世界最高水準の研究教育拠点の形成を進めるとともに、博士後期課程

の学生を対象とする大学院特別教育研究コースとして、機械系ＣＯＥプロジェクトリーダーコース、ＣＯＥ

「地球：人の住む惑星ができるまで」生命惑星地球学特別教育コースなど10コースを設置し、高い独創性

や創造性を有する国際性豊かで視野の広い人材育成などを目指している。その中の５つのコースは、21世

紀ＣＯＥプログラムに対応している。 

これらのことから、研究科及びその専攻の構成が、目的を達成する上で適切なものとなっていると判断

する。 

 

２－１－④ 別科、専攻科を設置している場合には、その構成が教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっている

か。 

該当なし 

 

２－１－⑤ 全学的なセンター等を設置している場合には、その構成が教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっ

ているか。 

職員その他の者が共同して研究又は教育を行う施設は次のとおりである。 
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学内共同研究教育施設等一覧 

区   分 施 設 名 

学内共同研究教育施設等 保健管理センター、教育工学開発センター、学術国際情報センター、極低
温物性研究センター、教育環境創造研究センター、火山流体研究センター、
留学生センター、炭素循環エネルギー研究センター、量子ナノエレクトロ
ニクス研究センター、外国語研究教育センター、フロンティア創造共同研
究センター、バイオ研究基盤支援総合センター 

共通施設 総合研究館、百年記念館、国際交流会館、地球史資料館、ベンチャー・ビ
ジネス・ラボラトリー、建築物理研究センター、創造研究棟、国際高分子
基礎研究センター、総合分析支援センター、インキュベーションセンター、
東京工業大学キャンパス・イノベーションセンター、都市地震工学セン
ター、大規模知識資源センター、インスティテューショナル技術経営学研
究センター、ものつくり教育研究支援センター、理財工学研究センター、
量子ナノ物理学研究センター、バイオフロンティアセンター、エージェン
トベース社会システム科学研究センター、分子理工学センター、地球史研
究センター、先進ナノマテリアル研究センター、革新的原子力研究セン
ター、スーパーメカノシステム創造開発センター、学生支援センター、世
界文明センター 

 

例えば、教育工学開発センターでは、衛星通信・インターネットを利用することによって、全国の高等

学校及び高等専門学校を対象として高大連携が実施されている。学術国際情報センターでは、スーパーコ

ンピューティング・グリッドシステム（TSUBAME Grid Cluster）が、学部学生を含むすべての学生及び教

職員により、流体解析、生命化学、環境シミュレーション等の様々な研究分野で活用され、また、情報教

育用計算機システムが、学部１年次のコンピュータリテラシ、コンピュータサイエンスの授業や学部・大

学院のコンピュータスキル等の授業にも活用されるなど、最先端の情報技術を駆使して研究・教育の支援

が行われている。ものつくり教育研究支援センターでは、センターの施設・設備を利用して、学生がもの

つくりの楽しさを満喫できる環境を提供するなど、研究・開発、研究指導、教育支援などが行われている。 

これらのことから、全学的なセンター等の構成が目的を達成する上で適切なものとなっていると判断す

る。 

 

２－２－① 教授会等が、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っているか。 

組織運営規則により、教育研究評議会が置かれ、教育に係る中期目標・中期計画、学則等の教育研究に

関する規則の制定・改廃、教員人事、教育課程、学生の入学などに係る教育活動の基本的な方針や重要事

項等について審議され、平成18年度は11回開催している。また、教授会、代議員会では、教授会通則の

定めるところにより、教育課程の編成、学生の入学、課程の修了又は卒業、学生の在籍、学位の授与、そ

の他教育及び研究に関する重要事項等を審議している。 

これらのことから、教授会等が必要な活動を行っていると判断する。 

 

２－２－② 教育課程や教育方法等を検討する教務委員会等の組織が、適切な構成となっているか。また、必要な回数の

会議を開催し、実質的な検討が行われているか。 

教育課程や教育方法等を検討する組織として、教育推進室が設置され、その中に教育企画会議及び教育

推進会議がある。教育企画会議では、教育理念や教育に係る将来構想や全学的指針に関する事項などにつ

いて審議・検討している。この会議は、学長指名により選ばれたメンバーで構成され、平成 18 年度は 25

回開催している。また、教育推進会議では、教育に関する具体的事項の策定及び推進、各学部・研究科教
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育関係委員会等との連携・協力に関することなどを審議・検討している。この会議は、部局から選ばれた

者などのメンバーで構成され、平成18年度は９回開催している。さらに、教育推進会議の下に専門委員会

として教育協議会、全学科目教育協議会、厚生補導協議会、類連絡会議及びインターンシップ推進協議会

が置かれ、それぞれ、専門教育や全学科目に係る授業科目の新設改廃、授業時間割、学生支援、類運営及

び類所属学生への指導、インターンシップの推進等に関する事項について具体的な検討がなされている。 

これらのことから、教育課程や教育方法等を検討する組織が適切な構成となっており、実質的な検討が

行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準２を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 研究科・専攻以外の基本的組織として12分野で、文部科学省21世紀ＣＯＥプログラムによる世界

最高水準研究教育拠点が形成され、それに伴い博士後期課程を対象とする５つの大学院特別教育研究

コースを設置している。 
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【評価結果】 

基準３を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

３－１－① 教員組織編制のための基本的方針を有しており、それに基づいた教員組織編制がなされているか。 

教員組織編制の基本方針は、大学院については、学則第74条及び第75条に基づき、研究科の各専攻に

基幹講座、附置研究所、学内共同研究教育施設等に所属する教員による協力講座及び連携大学院講座から

なる講座制とし、学部については、学則第97条に基づき、学科目制としている。 

これらのことから、教員組織編制のための基本的方針を有しており、それに基づいた教員組織編制がな

されていると判断する。 

 

３－１－② 教育課程を遂行するために必要な教員が確保されているか。 

大学院教育課程は、専攻の基幹講座に加えて協力講座又は連携大学院講座等を置き、研究科、附置研究

所、学内共同研究教育施設等の教員を配置するとともに、学外研究機関の研究者と連携して、大学院教育

を実施している。部局別の教員数は次のとおりである。 

 
部局別・教員数等一覧 （平成19年5月1日現在） 

研究科／学部 教 授 准教授 講 師 助 教 計 非常勤講師 

理工学研究科 193 163  0 168 524 212 

生命理工学研究科  28  26  2  39  95  41 

総合理工学研究科 139 104 11  36 290  97 

情報理工学研究科  29  27  3  22  81  28 

社会理工学研究科  37  30  1  22  90  52 

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科  17   6  0   0  23  29 

理学部  62  50  1  73 186  31 

工学部 143 138  2 144 427 277 

生命理工学部  22  25  1  39  87  21 

非常勤講師（全学科目）  158 

※教員数は、兼任教員等が含まれる。非常勤講師は平成18年度実績。 
 

 学部教育課程は、研究科及び学内共同研究教育施設等の教員を学部兼担として各学科に配置し、学部教

育を実施している。 

 また、教員の選考については、教員選考委員会を設置し、公募により教員候補者を選考・決定し、教授

会で審議している。さらに、教授の資格要件・選考については、学内規程が定められており、そのもとで

基準３ 教員及び教育支援者 

３－１ 教育課程を遂行するために必要な教員が適切に配置されていること。 

３－２ 教員の採用及び昇格等に当たって、適切な基準が定められ、それに従い適切な運用がなされ

ていること。 

３－３ 教育の目的を達成するための基礎となる研究活動が行われていること。 

３－４ 教育課程を遂行するために必要な教育支援者の配置や教育補助者の活用が適切に行われてい

ること。 
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選考が行われている。 

これらのことから、教育課程を遂行するために必要な教員が確保されていると判断する。 

 

３－１－③ 学士課程において、必要な専任教員が確保されているか。 

当該学士課程における専任教員数は、次のとおりとなっている。 

・ 理学部：186人（うち教授62人） 

・ 工学部：427人（うち教授143人） 

・ 生命理工学部：87人（うち教授22人） 

専任教員は、学士課程の全学科目、専門科目における主要科目を担当している。また、各学科の専任教

員数は、大学設置基準に適合し、学士課程に必要な教員を配置している。 

これらのことから、必要な専任教員が確保されていると判断する。 

 

３－１－④ 大学院課程（専門職大学院課程を除く。）において、必要な研究指導教員及び研究指導補助教員が確保されて

いるか。 

当該大学院課程における研究指導教員数及び研究指導補助教員数は、次のとおりとなっている。 

〔修士課程〕 

・ 理工学研究科：研究指導教員350人（うち教授189人）、研究指導補助教員０人 

・ 生命理工学研究科：研究指導教員56人（うち教授28人）、研究指導補助教員０人 

・ 総合理工学研究科：研究指導教員254人（うち教授139人）、研究指導補助教員０人 

・ 情報理工学研究科：研究指導教員58人（うち教授29人）、研究指導補助教員０人 

・ 社会理工学研究科：研究指導教員68人（うち教授37人）、研究指導補助教員０人 

〔博士後期課程〕 

・ 理工学研究科：研究指導教員350人（うち教授189人）、研究指導補助教員０人 

・ 生命理工学研究科：研究指導教員56人（うち教授28人）、研究指導補助教員０人 

・ 総合理工学研究科：研究指導教員254人（うち教授139人）、研究指導補助教員０人 

・ 情報理工学研究科：研究指導教員58人（うち教授29人）、研究指導補助教員０人 

・ 社会理工学研究科：研究指導教員68人（うち教授37人）、研究指導補助教員０人 

 ・ イノベーションマネジメント研究科：研究指導教員 12 人（うち教授９人）、研究指導補助教員

０人 

大学院課程における研究指導教員数及び研究指導補助教員数は、大学院設置基準に適合している。 

これらのことから、必要な研究指導教員及び研究指導補助教員が確保されていると判断する。 

 

３－１－⑤ 専門職大学院課程において、必要な専任教員（実務の経験を有する教員を含む。）が確保されているか。 

当該専門職学位課程における専任教員数は、イノベーションマネジメント研究科が 11 人（うち教授８

人、実務家教員４人）となっている。 

これらのことから、必要な専任教員が確保されていると判断する。 

 

３－１－⑥ 大学の目的に応じて、教員組織の活動をより活性化するための適切な措置（例えば、年齢及び性別のバラン

スへの配慮、外国人教員の確保、任期制や公募制の導入等が考えられる。）が講じられているか。 
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教育研究の活性化を図るため、必要な措置を次のとおり講じている。 

〔教員選考〕 

公募制を採用している。教員の内訳は民間企業等出身者が 12.0％、国立研究機関等出身者が 18.2％で

あり、外国人教員は2.4％、女性教員は5.1％で、その確保にも努めている。 

〔任期制〕 

教員の流動性を向上させるため、多くの部局等で任期制が導入されており、平成 19 年５月時点で 135

人の任期制教員が採用されている。 

〔年齢構成〕 

教員の役職と年齢階層は、教授は50歳から60歳を超える年齢層に、准教授は40歳から50歳の年齢層

に、助教は35歳前後の年齢層に多く分布しており、バランスがとれている。 

〔東工大教育賞〕 

 教員の教育方法及び教育技術の向上を図り、より優れた教育を推進するため、学部授業科目の教育方法

等が優れている教員を表彰する「東工大教育賞」制度を設け、毎年３人ないし４人の教員を表彰している。 

〔サバティカル研修制度〕 

教員の大学における業務を免除し、国内外の教育研究機関等で研究活動に従事する機会を与え、教員の

資質向上などを図るサバティカル研修制度を部局等の単位で実施している。 

〔テニュア制度〕 

グローバルエッジ研究院は、文部科学省における平成 18 年度科学技術振興調整費（若手研究者の自立

的研究環境整備促進事業）に採択された「フロントランナー養成プログラム」のもと、学長直属の組織と

して設置されたものであり、若手研究者の育成を目的に、テニュア制度による特任助教（任期付教員）の

国際公募を実施している。平成 18 年度は、12 人（うち９人が外国人）が選考され、テニュア審査に合格

した者は常勤の准教授又は教授となる。 

これらのことから、教員組織の活動をより活性化するための適切な措置が講じられていると判断する。 

 

３－２－① 教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切に定められ、適切に運用がなされているか。特に、学士課程に

おいては、教育上の指導能力の評価、また大学院課程においては、教育研究上の指導能力の評価が行われてい

るか。 

教員の採用、昇任に関する選考の基本方針は、「教員選考規則」により定められている。さらに、各研

究科の「教員選考に関する申合せ」により、具体的な選考方法や手続きなどが定められている。公募を行

い、教員候補者の略歴調書・業績調書に基づき、教育・研究上の指導能力などの観点から審査されている。 

特に、教授となる者については、「教授の選考に関する細則」で教育・研究上の高レベルの実績や経験

を有する者を資格要件として定めており、それをもとに選考や採用に当たっての評価がなされている。 

これらのことから、教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切に定められ、適切に運用がなされてい

ると判断する。 

 

３－２－② 教員の教育活動に関する定期的な評価が行われているか。また、その結果把握された事項に対して適切な取

組がなされているか。 

教員の教育活動に関する定期的な評価として「教員個人評価」及び「授業評価」を実施している。 

〔教員個人評価〕 

 教員の資質向上及び教育研究組織の運営改善を目的として、教員の教育研究活動に関する自己評価を実
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施している。この評価は、学内規定「大学教員の評価に関する取扱いについて」に基づき、大学全体で基

本的な教育研究の評価項目を定め、各部局等は、その教育研究目的に応じた評価項目を選定して、各部局

等単位で実施している。 

 なお、この教員個人評価は、平成16年度から行われ、平成18年度では大学全体の70％を超える部局等

が実施している。 

〔授業評価〕 

全学科目教育協議会及び各学部教育委員会において、学部学生を対象に開講された全学科目及び専門科

目の全教科について、授業評価アンケートを行っている。アンケート用紙を学生が回収し、アンケート結

果は授業科目の担当教員にフィードバックするとともに、全学科目についてはウェブサイトで公開してい

る。高い評価を得た教員の授業への取組や創意工夫などについてもウェブサイトで公開し、他の教員の授

業改善への手掛かりとなるように努めている。 

さらに、各教員に対しては、この評価結果についてのアンケートを実施し、授業の自己点検と改善への

意見聴取を行っている。これらは、有効な授業改善の方策を検討するために活用されている。 

なお、大学院においては、社会理工学研究科、情報理工学研究科及びイノベーションマネジメント研究

科が授業評価を実施しているにとどまっている。 

これらのことから、学部教育においては、教員の教育活動に関する定期的な評価が行われており、その

結果把握された事項に対して適切な取組がなされていると判断する。 

 

３－３－① 教育の目的を達成するための基礎として、教育内容等と関連する研究活動が行われているか。 

シラバスや教授要目において明らかなように、学部教育及び大学院教育における専門科目の授業内容は、

教員の研究活動と対応している。 

これらのことから、教育内容等と関連する研究活動が行われていると判断する。 

 

３－４－① 大学において編成された教育課程を展開するに必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切に配置され

ているか。また、ＴＡ等の教育補助者の活用が図られているか。 

教育課程を展開するに必要な教育支援者として、事務職員は、学務部教務課、学生支援課、留学生課及

びすずかけ台地区事務部学務課に配置されている。 

また、技術職員は、教育研究支援の体制として技術部を組織し全学的に集約されている。同部の下に研

究支援センターを設置し、各教育課程の実験・実習等の授業を支援している。 

さらに、ＴＡは、実験・実習等の教育補助者の立場から、次の表のとおり、教育に貢献している。 

 
ＴＡ採用数一覧（平成19年５月現在） 

授業科目 16年度 17年度 18年度 19年度（前期）

専門科目 1,045 1,003 1,103  411 

全学科目   301   336   205  164 

合計 1,346 1,339 1,308  575 

 

これらのことから、必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切に配置されており、ＴＡ等の教育

補助者の活用が図られていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準３を満たしている。」と判断する。 
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【優れた点】 

○ 教員選考に公募制を採用しており、全教員数の約30％が企業・国立研究機関等の経験者である。 

○ 平成 18 年度科学技術振興調整費（若手研究者の自立的研究環境整備促進事業）に採択された「フ

ロントランナー養成プログラム」のもとで、学長直属の組織としてグローバルエッジ研究院を設置し、

テニュア制度に取り組んでいる。 

 

【更なる向上が期待される点】 

○ 学士課程に比べて大学院における教員の教育活動に関する評価が十分とはいえないので、更なる取

組を期待する。 
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【評価結果】 

基準４を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

４－１－① 教育の目的に沿って、求める学生像や入学者選抜の基本方針等が記載された入学者受入方針（アドミッショ

ン・ポリシー）が明確に定められ、公表、周知されているか。 

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）は、大学の教育理念・目的を踏まえて、各課程の教育目

標の人材像に基づき、平成17年度に定め、公表・周知している。すなわち「創り拓く理系人たれ」と題し

てアドミッション・ポリシーをウェブサイト、大学案内及び学生募集要項に記載している。 

学生募集要項には、入学者選抜の基本方針を掲載し、求める学生像を明示している。 

その他、学内でのオープンキャンパス、学外での大学説明会等では、大学の概要とともに入学者受入方

針について説明している。 

これらのことから、入学者受入方針が明確に定められ、公表、周知されていると判断する。 

 

４－２－① 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に

機能しているか。 

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に基づき、学部・大学院において、次のとおり入学者選

抜を実施している。 

〔学部〕 

・ 一般選抜（類別入試） 

学部の入学者選抜は、入学時には所属学科を決めず、全学科を７つの類に分け、前期日程及び後期日

程ともに類別に入学者を決定する「類別入学制度」を実施し、２年次進級時に学科を選択・決定させて

いる。大学入試センター試験と個別学力検査等を併用し、理系科目に重点を置いた入試科目を課してい

る。 

・ 第１類（理学部）特別入学資格試験（ＡＯ型） 

平成19年度入学者選抜から、理系の代表的科目である数学を課題として入学者を選抜している。 

・ 高大連携特別選抜 

平成 16 年度から、附属科学技術高等学校との連携による取組で「科学技術創造立国としての高大連

携システム及びその効果に関する研究」として、特別選抜を実施し、従来にない新しい資質を備えた人

材の育成を目指している。 

・ 帰国子女特別選抜 

帰国子女を対象に、大学入試センター試験を免除し、個別学力検査により選抜している。 

基準４ 学生の受入 

４－１ 教育の目的に沿って、求める学生像や入学者選抜の基本方針が記載された入学者受入方針（ア

ドミッション・ポリシー）が明確に定められ、公表、周知されていること。 

４－２ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入が実施され、機能

していること。 

４－３ 実入学者数が、入学定員と比較して適正な数となっていること。 
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〔大学院〕 

・ 一般選抜（４月及び10月入学） 

 学生募集要項、各専攻のウェブサイトに学生の受入方法を明示し、４月及び 10 月入学の入学者選抜

を実施している。 

・ 清華大学（中国）との大学院合同プログラム 

 理工系分野の３コースを設けて、一般選抜と併せて実施している。 

これらのことから、入学者受入方針に沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に機能し

ていると判断する。 

 

４－２－② 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）において、留学生、社会人、編入学生の受入等に関する基本

方針を示している場合には、これに応じた適切な対応が講じられているか。 

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って、留学生、社会人及び編入学生について、入学

者選抜を実施している。また、受入等に関する基本方針は、ウェブサイト等に掲載している。 

〔留学生〕 

学部では、私費外国人留学生特別選抜を、大学院では、一般選抜と併せて国際大学院コースを開設して

いる。また、私費外国人留学生特別選抜を行うに当たり、受験者の便宜を考え一部の学科において、海外

試行選抜として、現地で面接を行っている。 

〔社会人〕 

大学院博士後期課程において、一般選抜と併せて社会人大学院プログラムを設けている。 

〔編入学生〕 

学部２年次又は３年次への学科別入学となる学部編入学学生選抜を設け、出願資格を高等専門学校と短

期大学の卒業（見込）者としている。 

これらのことから、入学者受入方針に応じた適切な対応が講じられていると判断する。 

 

４－２－③ 実際の入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されているか。 

学部入学者選抜においては、学長を委員長とする「学部入学者選抜委員会」を設置し、入学者選抜に関

する審議及び決定を行っている。「学部入学者選抜委員会」の下には、選抜実施要項の決定、合格候補者の

決定及び実施運営方針の策定を行う「第１分科会」、選抜の基本方針の策定及び選抜方法に関する調査を実

施する「第２分科会」、試験問題作成・答案採点を司る「第３分科会」を設置し、試験問題作成、試験実施

及び採点に至るまで、各々の役割と責任を明確にしている。また、入試当日の実施体制は、各試験室で発

生した質問等の情報は地区本部を経由して、すべて実施本部に集められ、実施本部において意志決定をし

ている。決定された情報は、地区本部を経由して各試験室に公平に伝達する体制を構築している。 

 大学院の入学者選抜においても、「大学院入学者選抜委員会」を設置し同様の運営を行っている。選抜は、

「大学院入学者選抜委員会」で実施し、最終決定は教授会の議を経ている。 

なお、実施支援のための事務体制は入試課に一元化している。 

 以上の体制は、平成19年３月まで継続されてきたが、平成19年４月から、責任体制とチェック体制を

より一層明確にして、入試業務を独立させる形で入試室を設置している。 

これらのことから、入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されていると判断する。 

 



東京工業大学 

 

2-(8)-18 

４－２－④ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検証す

るための取組が行われており、その結果を入学者選抜の改善に役立てているか。 

平成17年度には入学者選抜委員会とは別に、「21世紀の個性輝く東京工業大学検討委員会」の下に「入

試改革検討部会」を設けて、入試改革の構想の策定、入試実施体制の在り方について検討を行い、その検

討結果については、平成18年４月５日に「入試改革検討部会答申」として提出されている。 

この入試改革検討部会での検討の中で、アドミッション・ポリシーに沿って、学生の受入が行われてい

るかの検証を行い、その結果、従前の方法は、十分機能してきたが、より良い学生を選抜するために、平

成19年度第１類（理学部）における特別入学資格試験（ＡＯ型）の実施と後期日程の廃止、平成20年度

入学者選抜での学科と類の見直し、後期日程の試験科目の変更、第６類後期日程へのコース別試験の導入

が提案され、順次、実施あるいは準備に入っている。 

また、同部会の答申を受け、平成 19 年４月には、新たに入試室を設け、入学者選抜全般について、実

情を把握、改善するとともに、選抜におけるトラブルの際の危機管理の対応、入学者選抜方法の研究につ

いても継続的に取り組む体制を構築している。 

これらのことから、入学者受入方針に沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検証するため

の取組が行われており、その結果を入学者選抜の改善に役立てていると判断する。 

 

４－３－① 実入学者数が、入学定員を大幅に超える、又は大幅に下回る状況になっていないか。また、その場合には、

これを改善するための取組が行われるなど、入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られているか。 

当該大学における平成 15～19 年度の５年間の入学定員に対する実入学者数の比率の平均は、次のとお

りとなっている。（ただし、平成17年４月に設置されたイノベーションマネジメント研究科については、

平成17～19年度の３年分。） 

〔学士課程〕 

・ 理学部：1.05倍 

・ 工学部：1.08倍 

・ 生命理工学部：1.07倍 

〔修士課程〕 

・ 理工学研究科： 1.24倍 

・ 生命理工学研究科：1.44倍 

・ 総合理工学研究科：1.25倍 

・ 情報理工学研究科：1.28倍 

・ 社会理工学研究科：1.34倍 

〔博士後期課程〕 

・ 理工学研究科：0.92倍 

・ 生命理工学研究科：1.33倍 

・ 総合理工学研究科：0.68倍 

・ 情報理工学研究科：0.77倍 

・ 社会理工学研究科：0.95倍 

・ イノベーションマネジメント研究科：1.99倍 

〔専門職学位課程〕 

・ イノベーションマネジメント研究科：0.99倍 
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 学部の実入学者数は、適正な水準を保っている。 

なお、生命理工学研究科（修士課程）、社会理工学研究科（修士課程）、生命理工学研究科（博士後期

課程）及びイノベーションマネジメント研究科（博士後期課程）については、入学定員超過率が高い。    

また、総合理工学研究科（博士後期課程）については、入学定員充足率が低い。 

このため、教育推進室に「学生収容定員充足向上策検討ＷＧ」を設置して、改善対策を進めている。 

これらのことから、入学定員と実入学者数との関係は、大学院の一部の研究科を除いて、適正であると

判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準４を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 附属科学技術高等学校との連携による「科学技術創造立国としての高大連携システム及びその効果

に関する研究」に取り組み、従来にない新しい資質を備えた人材の育成を目指し、特色ある高大連携

特別選抜を実施している。 

○ 入学時に、学生に進学すべき学科を特定させずに、２年次進級時に学科を選択させる「類別入学制

度」を採用している。 

 

【改善を要する点】 

○ 大学院の一部の研究科においては、入学定員超過率が高い、又は入学定員充足率が低い。 
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【評価結果】 

基準５を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

＜学士課程＞ 

５－１－① 教育の目的や授与される学位に照らして、授業科目が適切に配置され（例えば、教養教育及び専門教育のバ

ランス、必修科目、選択科目等の配当等が考えられる。）、教育課程が体系的に編成されているか。 

教育目標として、「世界に通じる人材の育成－国際的リーダーシップを発揮できる創造性豊かな人材の

育成」を掲げている。そのためには、教育理念である「高い学力、豊かな教養と論理的思考に基づく知性、

社会的リスクに対応する力、幅広い国際性を持つよう教育」し、結果的に「創造性豊かな人材を輩出する」

と中期目標にも標榜している。この教育目標を実現するため、全学で統一された基準のもとに教育が行わ

れている。 

授業科目は、文系（文系基礎科目及び国際コミュニケーション科目）、理工系（理工系基礎科目、理工

系広域科目、基礎専門科目、Ｌゼミ科目及び学士論文研究）及び総合系（総合科目、健康・スポーツ科目、

情報ネットワーク科目、環境教育科目、Ｆゼミ科目、創造性育成科目及び文明科目）の３つのカテゴリー

に大別されている。 

この分類は、従来の教養、語学、専門、あるいは理系・文系といった単純な分け方でなく、総合系科目

では文系と理系の境界領域を授業のテーマとし、様々な専門分野の教員が共同して授業を開講している。

一方、環境や科学者倫理教育も学習させることで、「人間・社会のための科学技術」を持ちうる学生を育て

るのに十分な機会を提供している。理工系科目においても理工系の幅広い知識と深い専門性を両立できる

基準５ 教育内容及び方法 

（学士課程） 

５－１ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学

位名において適切であること。 

５－２ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－３ 成績評価や単位認定、卒業認定が適切であり、有効なものとなっていること。 

（大学院課程） 

５－４ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学

位名において適切であること。 

５－５ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－６ 研究指導が大学院教育の目的に照らして適切に行われていること。 

５－７ 成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっていること。 

（専門職大学院課程） 

５－８ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学

位名において適切であること。 

５－９ 教育課程が当該職業分野における期待にこたえるものになっていること。 

５－10 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－11 成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっていること。 
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ように授業科目と単位要件が用意されている。 

特定カテゴリーの科目のみを特定の期間に修得するのではなく、３つのカテゴリーの授業科目をバラン

スよく常に受講し、学年進行とともに徐々に理工系の科目の比重が増えていく「くさび形教育」を実践し

ている。特に国際コミュニケーション科目においては３年次以降に英語第５～７のうちの１つを必ず履修

する仕組みとなっており、英語教育が途絶えることのないカリキュラムとなっている。１年次には倫理教

育を含むＦゼミを、３～４年次にはＬゼミ科目を用意し、いわゆる専門科目や学士論文研究への導入がス

ムーズに行われるよう配慮されている。国際コミュニケーション、理工系基礎、文系基礎、総合、健康・

スポーツ、情報ネットワーク、環境教育、文明科目については全学統一の単位要件が設定されている。一

方、理工系広域科目や基礎専門科目などは各学科の標準学習課程によりその単位要件が定められている。

各学科の学習課程は基本的に選択科目で構成されているが、各学科の根幹をなす実験や製図あるいはコロ

キウム、ゼミ、講義などは必修科目として設定されており、学士論文研究、大学院での研究で必須な文献

講読やプレゼンテーションの機会を与える重要な科目となっている。このように特定の専門分野にとらわ

れることなく基礎学力を重視しながら多様性と専門性を身に付ける学習システムとなっている。 

なお、平成 19 年度に「工学教育プログラムの継続的進化－世界最高水準の工学教育の実現を目指して

－」が文部科学省特色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ）に採択されている。 

これらのことから、授業科目が適切に配置され、教育課程が体系的に編成されていると判断する。 

 

５－１－② 授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

教育目的は、高い学力･専門性を持つことに加え、豊かな教養と論理的思考に基づく知性、社会的リス

クに対応する力、幅広い国際性を持つよう教育し、結果的に創造性豊かな人材を世に輩出することにある。

各学科の標準学習課程において、この教育目的の各科目別区分の授業内容が次のように整備されている。 

〔文系〕 

・文系基礎科目 

人文科学・社会科学のエッセンスを理解・吸収させ、知的理工系人材に必要な学識を教育 

・国際コミュニケーション科目 

外国語の基礎的学習、国際関係・言語文化及び地域環境などの異文化論についても教育 

〔理工系〕 

・理工系基礎科目 

数学、物理、化学、生物、地学など高等学校までの学習を発展させ、専門教育の基礎固め 

・理工系広域科目 

専門分野の学習の基礎として共通性の高く、重要なものを選んで開講 

・基礎専門科目 

各学科の教育理念に基づき講義、演習、実験を用意 

・Ｌゼミ科目 

学士論文研究への導入授業 

・学士論文研究 

 特定のテーマを選択し、指導教員のもとに研究 

〔総合系〕 

・総合科目 

文系と理工系の接点に位置するテーマを選び、複眼的思考を養い知的創造能力を啓発 
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・健康･スポーツ科目 

健康科学科目及び実技科目、産業論・生命観・労働倫理などについても学習 

・情報ネットワーク科目 

計算機環境を利用して学習・研究を行うための基礎的知識と技術、及び情報倫理教育 

・環境教育科目 

科学技術者としての客観的事実の把握方法、論理的思考能力の向上、倫理観の養成 

・Ｆゼミ科目 

１年次対象授業、専門教育のための導入授業 

・創造性育成科目 

自ら問題設定を行い解決し発表を行う授業科目、45科目が認定 

・文明科目 

世界文明センターが提供する科目 

 

加えて、平成15年より導入した「創造性育成科目」では、「学び・試し・考え・また学ぶ」の理解のス

パイラルの実現を目指して開講されている。座学だけでは得られない何かを実践で確かめ、議論し、また

学ぶための創造性育成科目の認定は教育推進室で行われており、45科目が認定されている。その授業形態

は実験、討論、プレゼンテーション、製作などの種々の形式に及んでいる。 

これらのことから、授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっていると判断

する。 

 

５－１－③ 授業の内容が、全体として教育の目的を達成するための基礎となる研究の成果を反映したものとなっている

か。 

学部教育では、まず基礎学力の充実が目標であり、基本的に最前線の研究を系統的にそのまま講義する

機会は必ずしも多くないが、教員は研究者として日々研究の最前線にいることから、講義の合間に各自の

最新の研究成果やトピックスを交えながら基礎的な講義と最先端研究の関連性を講義している。また、教

員自らの著書を教科書に用いて授業を行うケースや講義の一部で自著を教材として使用する例が多い。 

その結果、学生による授業評価において、「教員は講義の意義をよく説明していた」との項目に４点中

3.2程度の評価が得られている。 

これらのことから、授業の内容が、全体として研究の成果を反映したものとなっていると判断する。 

 

５－１－④ 学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会からの要請等に対応した教育課程の編成（例えば、他学部の授

業科目の履修、他大学との単位互換、インターンシップによる単位認定、補充教育の実施、編入学への配慮、

修士（博士前期）課程教育との連携等が考えられる。）に配慮しているか。 

学生の多様なニーズに応える教育システムとして、一橋大学、東京医科歯科大学及び東京外国語大学と

の間で締結された四大学連合憲章に基づき運営されている連合がある。これはグローバル化された社会に

おいて、真に国際競争に耐えうる研究教育体制の確立を目的として、連携を図ることで新しい人材と学際

的・複合的領域の研究・教育を推進するものである。この制度に従い、四大学連合複合領域コースにおい

て、一橋大学への編入学及び一橋大学卒業生の編入学の例がある。この他、お茶の水女子大学との間では

単位互換協定を結んでおり、年間約５～６人の学生が単位を修得している。 

３学部とも理工系であるため、学生はすべての講義要目と時間割を入手でき、自分の判断で自由に講義
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を受けることができる。大学院修士課程へ進学する者に対しては、原則として２授業科目の範囲で学部学

生が大学院の講義を受講することができ、修得した単位は大学院入学後、大学院修士課程の単位として認

められる。 

 学部３年次の夏期休業期間等を利用したインターンシップを大学として奨励しており、学科によっては

２ないし６単位を認めている。年間約50人がインターンシップを行い、単位を修得している。 

 創造性育成教育の延長線上に、授業時間以外でも学生にＣＡＤ室を開放する学科（機械知能システム学

科）、国際ロボコンを実施した例（制御システム工学科）、卒業研究資格を満たした３年次後期学生に学士

論文研究の実質着手を認める例（金属工学科）がある。１年次数学に対して全学向け数学相談室（数学科）、

学科学生に対する１年次数学、物理などの確認補講（無機材料工学科）、量子力学の補講（開発システム工

学科）など、学科独自に単位とは別に補充授業を行っている例がある。 

この他、高等専門学校等からの学部３年次編入者に対して、学部３年次からの教育に無理が生じないよ

う単位認定を実施しているほか、大学院修士課程に進学するいわゆる「飛び入学」（平成18年度４人）や

３年あるいは３年半で学部を卒業する「早期卒業」（平成18年度８人）に対する要件が整備されている。 

これらのことから、学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会からの要請等に対応した教育課程の編

成に配慮していると判断する。 

 

５－１－⑤ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

すべての授業科目にシラバスが用意されており、単位修得要件が明示されている。基本的に講義ごとの

確認テスト（小テスト）やレポートを課している科目が多く、開講科目のうち約50％で試験が行われてお

り、厳正な基準で単位の修得が認められている。また履修単位の登録は年間60単位に制限されており、実

施不可能な講義聴講は認められていない。 

時間外にも学習できるよう e-learning システムの運用や、ウェブサイト上に立ち上げた東京工業大学

オープンコースウエア（Tokyo Tech Open CourseWare:ＯＣＷ）など、課題や資料を入手できるシステムを

整備している。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－１－⑥ 夜間において授業を実施している課程（夜間学部や昼夜開講制（夜間主コース））を有している場合には、そ

の課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされているか。 

該当なし 

 

５－２－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。（例えば、少人数授業、対話・討論型授業、フィー

ルド型授業、多様なメディアを高度に利用した授業、情報機器の活用、ＴＡの活用等が考えられる。） 

教育課程は、文系、理工系及び総合系の３つのカテゴリーの科目から成り、専門科目については、系、

学科又はコースごとに標準学習課程が設けられている。 

実験・実習科目では、少人数のグループ単位で授業を行うとともに、ＴＡを活用して個別指導を行って

いる。 

学生の創造性を啓発し涵養し練磨する営みを全学挙げて行っており、文部科学省特色ある大学教育支援

プログラム（特色ＧＰ）に２件採択されている。１つは平成15年度採択課題「進化する創造性教育」であ
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り、標準学習課程に含まれる授業科目の中から45科目を創造性育成科目として認定・選定し、ものつくり

の視点から教育を行っている。例えば、制御システム工学科の「創造設計第１」では１人１台のリモコン

ロボットの作成を義務付け、１対１のトーナメント競技を行っている。この発表会は現在では国際的なロ

ボットコンテストにまで進化した。もう１つは、平成18年度採択課題「小中校用バイオ教材開発による競

創的教育－学生による教材づくりを通した競争的および独創的創造性育成プログラム－」に基づく生命理

工学部の「バイオ創造設計」であり、グループ（学生７～８人）ごとに「小中校用バイオ教材」を開発さ

せ、市民、企業が参加する公開コンペで発表させている。 

「情報ネットワーク科目」では、各自がパソコン端末を操作しながら情報処理技術の基礎（情報倫理や

セキュリティ含む）を学習できるような設備と教授体制が整えられている。 

「国際コミュニケーション科目」では、視聴覚教材などを用いた聴解力訓練、少人数クラスでの会話、

ライティング及びプレゼンテーション能力の養成、あるいはＴＯＥＩＣを教材とした演習など多彩な教育

が行われている。また、学内のＬＡＮ環境から利用できるネットワーク型の英語学習システム（ALC 

NetAcademy）を導入し、学生の自習に役立てている。 

文系科目は、「文系導入科目」、「文系基礎科目」及び「文系専修科目」（あるいは「文系ゼミ」）に分け

られ、学習段階に応じて導入・基礎・発展という具合にステップアップできるように配置されている。最

終段階では、演習、輪読あるいは討論を取り入れたゼミ形式の授業が行われている。 

インターネットを利用した授業形態としては、講義支援システム（Tokyo Tech LMS）の利用と公開プラッ

トフォーム（ＯＣＷ）の開設があげられる。Tokyo Tech LMSは、インターネットを通じて教員と学生のコ

ミュニケーションを円滑に行うためのツールであり、講義マネージメント（資料配布、レポートの指示、

出席管理など）やコミュニケーション（教員・講義受講者同士のディスカッションなど）などの講義支援

環境を提供している。ＯＣＷは、東京工業大学の理工系教育を世界の共有財産とすべく、全世界に向けた

講義サービスであり、現在251授業科目の講義ノートが公開されており、国内外から頻繁にアクセスされ

ている。 

平成 17 年度に文部科学省現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）に採択された「工学導入

教育教材の開発」では、工学部初年度入学生を対象に、高等学校教育と科学技術分野の最先端研究との橋

渡しを目的として、身近な技術や最先端の技術の分野横断的な関連性に着目し、問題発見・解釈の手法を

学び取らせるとともに、対話型 e-learning 教材を開発し、２年次以降のカリキュラムのオンライン教材

（ＯＣＷ）に連動させている。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 

５－２－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

シラバスは、履修科目の選択や履修計画の立案に役立つよう学部の全科目を掲載し、ウェブサイト上で

公開している。学生は、学内各所に設置された無線ＬＡＮ を経由して、いつでもシラバスを閲覧すること

ができる。 

 シラバスは、それぞれの科目について、 講義名、開講学期、単位数、担当教員、講義のねらい、講義計

画、成績評価、テキスト等、履修の条件、担当教員から一言などの項目から構成されており、学生が科目

を選択・履修する際の参考となっている。また、各教員はシラバスの記載内容に沿って授業を進めている。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 
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５－２－③ 自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われているか。 

１年次学生を 40 人程度で構成されるクラスに分け、各クラスには准教授以上の助言教員を配置し、学

力に応じた学習相談などを行っている。１年次では、高等学校での教育とシームレスにつながるように講

義内容に注意を払っている。例えば、「基礎生物学Ａ」及び「基礎生物学Ｂ」では、高等学校で生物学を学

んでこなかった学生にも理解できるように、基礎的事項から講義を始めている。また、１年次の数学の授

業に関しては、数学科のウェブサイト上に「数学相談室」を設け、月曜日から金曜日まで決められた時間

帯に相談員が学生からの質問に答える体制を整えている。 

自主学習への配慮としては、ネットワーク型の英語学習システムや講義支援システムなどの自習用ソフ

トの充実とともに、リフレッシュルームを兼ねた自習や自主セミナーのための設備が整備され、平成 18

年11月現在で、リフレッシュルームの数は、大岡山キャンパスとすずかけ台キャンパスを合わせて62室

がある。これらは夜間まで開放されており（主に８時から20時まで）、無線ＬＡＮや備え付けのパソコン

を利用した自主学習に高い頻度で利用されている。 

これらのことから、自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われていると判断

する。 

 

５－２－④ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－３－① 教育の目的に応じた成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知されているか。 

成績評価は原則として100点満点で数値により行い、60点以上を合格としている。 ただし、国際コミュ

ニケーションⅠの履修者に対しては、実用英語技能検定試験、ＴＯＥＩＣ・ＴＯＥＦＬの結果のいずれか

が学部学習規程に定める基準を満たしている場合単位を認定している。 

なお、各科目の成績評価基準については、シラバスに明記されている。 

学部学習規程は、冊子及びＣＤ化した『学部学習案内及び教授要目』の形で学生全員に配付されるとと

もに、ウェブサイト上からも参照できるようになっている。また、入学時のオリエンテーションなどを通

じて、教員から直接説明されている。 

卒業及び早期卒業の認定については、学則及び学部学習規程に定められている。 

これらのことから、成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知されていると判断

する。 

 

５－３－② 成績評価基準や卒業認定基準に従って、成績評価、単位認定、卒業認定が適切に実施されているか。 

成績評価・単位認定については、各科目のシラバスの「成績評価」に明記された基準に従って、授業科

目の目的・性格に応じた、期末試験、レポート、演習、小テスト等による成績評価を行っている。 

特に、理工系基礎科目や基礎専門科目では試験の実施率が高く、実験・実習ではレポートによる評価を

行っている科目が多くなっている。文系基礎科目では、調査等の作業を取り入れたレポートやゼミ形式の

講義による評価を用いる場合が多く、国際コミュニケーション科目ではすべて演習主体の評価を行ってい



東京工業大学 

 

2-(8)-26 

る。 

卒業要件単位である「学士論文研究」については、指導教員を含めて当該専門分野の教授、准教授又は

専任講師のうちから３人以上で構成される学士論文審査会によって合否が決められている。卒業認定は、

いずれかの学科に所属して、その学科の推奨する標準学習課程又はそれ以外の学習課程を履修し、かつ卒

業のために要求されている単位を修得し（総単位数124単位以上）、学士論文研究の審査に合格した者に対

し、教授会の議を経て行われている。 

これらのことから、成績評価、単位認定、卒業認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－３－③ 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

学生への成績通知後、成績・評価に異議がある場合は、当該学生は、授業科目の担当教員又は教務課に

照会、申立てを行い、調査を依頼する。それを受けて、担当教員は、成績・評価に訂正・追加すべき理由

が存在し、訂正や追加を行う場合は、教務課へ報告書を提出する。 

 また、学生の修学指導に当たり、学年別に助言教員を設けるとともに、学生相談室を設置して助言・相

談体制を整えている。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 

 

＜大学院課程＞ 

５－４－① 教育の目的や授与される学位に照らして、教育課程が体系的に編成されており、目的とする学問分野や職業

分野における期待にこたえるものになっているか。 

「世界最高の理工系総合大学」を、大学の長期目標に掲げ、修士課程においては、「理工系専門学力お

よび問題解決能力を修得した先見性豊かな人材」、博士後期課程においては、「理工系先導学力および深遠

な教養を有する国際的リーダーシップ豊かな人材」の育成を目指している。 

教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導によって行われ、各研究科・専攻における

授業科目、単位数は『大学院学習案内及び教授要目』に示されている。各研究科共通の授業科目として、

大学院国際コミュニケーション科目、大学院総合科目及び大学院創造性育成科目が配置されている。 

修士課程の修了要件単位 30 単位のうち、16 単位以上は所属する専攻の授業科目から履修し（必修科目

である「講究」４単位を含む）、４単位以上は他専攻又は他研究科の授業科目、大学院国際コミュニケーショ

ン科目及び大学院総合科目の中から修得することを定めている。 

さらに、所属専攻以外の分野についても興味を持ち、知識を得ることが可能となるよう「副専門制度」

を設けている。副専門における所定の単位を修得し、当該専攻の認定が得られれば、成績証明書に副専門

の専攻名と、修得した授業科目名が付記される。 

博士後期課程においては、「理工系先導学力および深遠な教養を有する国際的リーダーシップ豊かな人

材」を養成する観点から、幅広い知識を修得させるため、履修科目等に制限を設けていない。 

これらのことから、教育課程が体系的に編成されており、目的とする学問分野や職業分野における期待

にこたえるものになっていると判断する。 

 

５－４－② 授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

中期目標に、修士課程では、「優れた国際的リーダーとして必要な専門学力、豊かな教養及び優れたコ

ミュニケーション力を基に学界及び産業界をリードできる科学者・技術者を育成する」を、博士後期課程
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では、「科学技術及び社会に対する広い学識を修得し、国際的に高度のリーダーシップを発揮できる先導的

科学者、研究者あるいは高度専門職業人を育成する」をそれぞれ掲げている。 

 修士課程においては、所属専攻で高度な専門知識を体系的に修得し、理工系専門学力および問題解決能

力を育成し、大学院国際コミュニケーション科目により、外国語の実践的な学習、質の高い外国文化の吸

収、外国人のものの考え方の修得を行っている。さらに、多面的なもののとらえ方、異なる分野における

論理と考え方、科学と工学の人や社会との関連性などの体験的かつ総合的な学習の必要性から大学院総合

科目を開講し、また、副専門制度を設け、所属専攻以外の分野についての知識を得ることを推奨し、学界

及び産業界をリードできる科学者・技術者の育成を目指す授業が行われている。 

 博士後期課程においては、各種開講講義に加え、各研究室での「講究」を通じて、最先端の研究技術開

発の現状に触れ、先導的科学者、研究者あるいは高度専門職業人となるために必要な素養を身に付けさせ

ている。 

これらのことから、授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっていると判断

する。 

 

５－４－③ 授業の内容が、全体として教育の目的を達成するための基礎となる研究の成果を反映したものとなっている

か。 

各専攻の教育目標等に応じて、研究活動の成果を反映するような授業が行われていることがシラバスの

記述から分かる。 

 各研究科・各専攻における代表的な研究活動について、その成果が授業内容へ反映されている例及び授

業内容の改善を目的とした研究例などが多い。 

例えば、機械宇宙システム専攻におけるロボット工学特論では、担当教員の長年にわたるロボット開発

の研究成果を紹介しながら、ロボット開発の考え方や、創造的思考法などを英語で講義している。インター

ネット等も利用して議論を行い、さらに教育・研究への参考としている。 

これらのことから、授業の内容が、全体として研究の成果を反映したものとなっていると判断する。 

 

５－４－④ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

各専攻の履修ガイダンスにおいて組織的・総合的な履修指導を行うとともに、所属研究室の指導教員に

より、科目選択、履修及び学位論文研究について指導が行われている。 

シラバスに、授業の目標、授業内容、達成目標、参考書などを記載し、学生の自主学習を促している。

さらに授業時間外においても各受講科目の担当教員から個別に直接指導を仰ぐことができる。 

大学院学生は、研究室に配属され、個人的な学習環境が与えられており、さらに大学独自の e-learning

講義支援システム Tokyo Tech LMS を運用し、学外からのアクセスも可能であり、学生各自の主体性に基

づき学習時間を確保できる環境を整備している。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－４－⑤ 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例)を有している場合には、その課程に在

籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされているか。 

該当なし 
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５－５－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。（例えば、少人数授業、対話・討論型授業、フィー

ルド型授業、多様なメディアを高度に利用した授業、情報機器の活用等が考えられる。） 

多くの講義が少人数単位で行われ、また、対話型・討論型・実践型講義も行われており、双方向的講義

により、学生の様々な能力を育成する講義が行われている。特に先進的・独創的な試みを行う優れた科目

を創造性育成科目として選定し、創造性育成科目の進化・発展を推進する意図のもとに各科目における創

意工夫を全学の経験として共有している。 

さらに、文部科学省「魅力ある大学院教育」イニシアティブによって、平成 17 年度に採択された「次

世代ＶＬＳＩ設計プロジェクト教育」、「社会イノベーション・リーダーの養成」、「マスターズミニマムに

よる大学院教育の強化」及び平成18年度に採択された「国際的リーダーシップをもつ物理学者の養成」が

実行され、現代社会の新たなニーズに応えられる創造性豊かな若手研究者育成機能の強化が図られている。 

平成17年度よりインターネットを通じた大学独自の e-learning講義支援システム Tokyo Tech LMSを

運用し、学生各自の主体性に基づき教員とのコミュニケーションを円滑に行うために、講義マネージメン

ト（講義概要、資料配布、参考図書、課題・レポートの指示、スケジュール、出席管理など）やコミュニ

ケーション（教員・講義受講者同士のディスカッション、質問及びオフィスアワー）に活用されている。 

 また、ウェブサイト上に講義資料を東京工業大学オープンコースウェアとして公開し、学生のみならず

全世界に向けて講義配信を行っている。 

なお、平成19年度に「高度化学計測能力を備えた先導的研究者養成」、「「研究者高度育成コース」の発

展的強化」、「国際連携を核とした先導的技術者の育成」、「大学院教育プラットフォームの革新」、「実践・

理論融合の国際的社会起業家養成」が文部科学省大学院教育改革支援プログラムに採択されている。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 

５－５－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

シラバスは、履修科目の選択や履修計画の立案に役立つよう全科目を掲載し、学生が履修する際に活用

されている。学生全員に配付するとともに、ウェブサイト上で公開している。また、学生は、学内各所に

設置された無線ＬＡＮを経由して、いつでもシラバスを閲覧できる。 

 シラバスは、講義名、開講学期、単位数、担当教員、講義のねらい、講義計画、成績評価、テキスト、

履修の条件、担当教員から一言、参照ＵＲＬなどの項目から成っており、原則として各教員はシラバスの

記載内容に沿って授業を進めている。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 

 

５－５－③ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－６－① 教育課程の趣旨に沿った研究指導が行われているか。 
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教育方法は授業及び学位論文の作成等に対する指導とし、所属する専攻の教員を指導教員と定め、教

育・指導を行っている。修士課程修了の要件としては、必要な単位を修得し、かつ必要な研究指導を受け

た上、修士論文の審査及び最終試験に合格することを要求している。また、修了に必要な単位のうち講究

は必修であり、一定単位以上を所属専攻の授業科目から修得するとともに、他専攻科目、大学院国際コミュ

ニケーション科目及び大学院総合科目からの履修も義務付けている。博士後期課程修了の要件としては必

要な単位を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することを要求

している。 

これらのことから、教育課程の趣旨に沿った研究指導が行われていると判断する。 

 

５－６－② 研究指導に対する適切な取組（例えば、複数教員による指導体制、研究テーマ決定に対する適切な指導、ＴＡ・

ＲＡ（リサーチ・アシスタント）としての活動を通じた能力の育成、教育的機能の訓練等が考えられる。）が行

われているか。 

学生の指導は、所属する専攻の教員を指導教員とし、研究指導が行われている。学生は指導教員の指導

の下に、研究テーマを決定している。論文の審査に関しては、修士課程においては３人以上、博士後期課

程においては５人以上の審査員が指名され、複数の教員により論文の審査及び指導が行われている。 

 修士課程及び博士後期課程に在籍する優秀な学生をＴＡに、また、博士後期課程の優秀な学生をＲＡに

積極的に採用している。これらの状況を次に示す。  

 
ＴＡ、ＲＡ採用状況 

平成18年度  
部 局 等 ＲＡ ＴＡ専門 ＴＡ全学

生命理工学研究科 114 125

総合理工学研究科 179 35

社会理工学研究科 32 96

情報理工学研究科 35 214

理工学研究科 250 603

応用セラミックス研究所 16 0

原子炉工学研究所 28 8

精密工学研究所 26 0

資源化学研究所 13 0

統合研究院 8 0

イノベーションマネジメント研究科 1 21

各センター 13 1

グローバルエッジ研究院 8 0

学務部 205

合計 723 1,103 205

 

 学生の多様な要望に対応するため、また、多様な価値観に対応できる学生を育成するための次のような

プログラムを実施している。 

 「連携大学院講座」は、大学院教育の高度化及び多様化を図るため、高度な研究水準を有する学外の研

究機関等との協定に基づき、大学の教員と当該学外研究機関等の研究者等が連携して大学院の研究教育を

行う予算措置された大学院講座であり、現在36講座が運営されている。 

 「大学院特別教育研究コース」は、大学院の教育研究の高度化及び多様化に資するため、研究科又は専

攻を越えて、横断的かつ機動的な教育研究拠点を編成し、プロジェクト的に大学院課程の先端的教育及び
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実務的人材養成を行うことを目的として設置されるもので、平成19年度までに次の10コースが開設され

た。 

・社会資本の安全 

・医歯工学特別コース 

・バイオメカノシステム融合コース  

・機械系ＣＯＥプロジェクトリーダーコース 

・ＣＯＥ「地球：人の住む惑星ができるまで」生命惑星地球学特別教育コース  

・プロジェクトマネージングコース 

・経済理工学特別コース 

・都市地震工学特別教育コース 

・大規模知識資源学・特別教育研究コース 

・先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム特別教育研究コース 

 

 「大学院研究科博士一貫教育プログラム」は、次世代を担う人間力を兼ね備えた高度技術者及び高度学

術研究者の育成を図り、21世紀の社会及び産業の発展に貢献する優秀な人材を輩出することを目的とする

もので、修士課程及び博士後期課程を一貫として、コースワーク、インターンシップ、研究活動、論文作

成及び学位論文審査等の各段階が有機的な連携をもつ体系的教育課程を提供し、博士の学位授与に導くた

めの教育プログラムである。 

 「清華大学（中国）との大学院合同プログラム」（平成17年度に「東工大－清華大大学院合同プログラ

ム 国際的リーダーシップを発揮する理工系人材育成プログラム」が文部科学省大学教育の国際化推進プ

ログラム（戦略的国際連携支援）に採択）は、清華大学と共同で大学院の学生教育を行い、日本語、中国

語及び英語の素養を持った、優れた理工系の人材を養成し、両国の科学技術及び産業経済の発展に資する

ことを目的とするもので、ナノテクノロジーコース、バイオコース、社会理工学コースが設置されている。

学生は両大学の修士課程に在籍し、両大学で授業・教員の指導を受けながら、研究を行い、両大学の修了

要件を満たすと、両大学から修士の学位を授けられる。なお、平成19年５月１日現在でのプログラム所属

学生数は50人である。 

 「産学協同による実践的ＰＢＬ教育プログラム」（平成17年度選定）及び「社会共生型創発力を育む産

学連携実践教育」（平成18年度選定）は、文部科学省派遣型高度人材育成協同プランに選定され、大学院

学生を企業等に派遣して協同で研究指導を行っている。 

なお、平成 19 年度に「生命時空間ネットワーク進化型教育研究拠点」、「材料イノベーションのための

教育研究拠点」、「新たな分子化学創発を目指す教育研究拠点」、「計算世界観の深化と展開」、「フォトニク

ス集積コアエレクトロニクス」が文部科学省グローバルＣＯＥプログラムに採択されている。 

これらのことから、研究指導に対する適切な取組が行われていると判断する。 

 

５－６－③ 学位論文に係る指導体制が整備され、機能しているか。 

学生の指導は、所属する専攻の教員を指導教員とし、学生と協議しながら研究テーマの決定、研究の遂

行、論文の作成を行っている。また、必修授業科目である講究では指導教員の指導のもと、文献講読や研

究討議が行われている。論文の審査に関しては修士課程においては３人以上、博士後期課程においては５

人以上の審査員が指名され、複数の教員により論文の審査及び指導が行われている。 

これらのことから、学位論文に係る指導体制が整備され、機能していると判断する。 
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５－７－① 教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されているか。 

修了認定基準は、修士課程では必要単位を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上で、修士論文の審査

及び最終試験に合格すること、博士後期課程では必要単位を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上で、

博士論文の審査及び最終試験に合格することと規定されている。この規定は入学時に学生に配付される『大

学院学習案内及び教授要目』に明記され、学生に周知されている。 

 授業科目履修の認定は、学期末に行う試験又は研究報告（ただし、平常の学習活動の評価をもって試験

に代えることもできる）により、100点満点をもって評価し、60点以上を合格とすることが規定され、学

生に入学時に配付される『大学院学習案内及び教授要目』に明記され、周知されている。個々の授業科目

についてはシラバスにその評価基準が明記されている。 

『大学院学習案内及び教授要目』は、ウェブサイトから閲覧可能となっている。 

これらのことから、成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されていると判断

する。 

 

５－７－② 成績評価基準や修了認定基準に従って、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されているか。 

授業科目の成績評価に関しては、各教員がシラバスにおいて学習内容と成績評価方法を明記し、学習の

到達度により評価及び単位認定を行っている。 

 学位論文以外の単位などの修了認定については、学務部、専攻会議及び研究科教授会で確認し、修了判

定を行っている。 

これらのことから、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－７－③ 学位論文に係る適切な審査体制が整備され、機能しているか。 

学位論文の審査に関しては「修士、博士及び修士（専門職）学位審査等取扱要項」に規定されている。 

 修士課程の修了認定に関しては、提出された論文、論文発表会における発表・討議及び最終試験に基づ

いて評価している。審査員による論文審査及び審査結果をもとに専攻会議で学位授与の可否を決定し、当

該研究科の教授会に報告する。 

 博士後期課程の修了に関しても、提出された論文と発表会における発表・討論をもとに、専攻会議で論

文受理の可否の投票と５人以上の審査員の候補者を決定し、当該研究科教授会において論文受理の可否と

審査員の指名を行う。論文審査員は論文の審査及び最終試験を行い、その結果を専攻会議に報告する。報

告に基づき、専攻会議では学位授与の仮決定を投票により行い、当該研究科の教授会において学位授与の

決定が行われている。 

これらのことから、学位論文に係る適切な審査体制が整備され、機能していると判断する。 

 

５－７－④ 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

学位論文の審査に関しては、論文発表会を公開で開催するとともに、複数審査員による論文審査及び最

終試験を行っている。また、審査結果及び学位授与に関しては、専攻会議において審議することにより、

研究成果の評価を行っている。 

 授業科目の成績評価に関しては、学生への成績の周知を学期ごとに行い、最初に示された成績・評価に

疑義がある場合は、当該学生は、授業科目の担当教員又は教務課へ口頭で照会、申立てを行い、調査を依
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頼する。それを受けて、担当教員は、成績・評価に訂正・追加すべき理由が存在し、訂正や追加を行う場

合は、学務部へ成績追加訂正報告書を提出する。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 

 

＜専門職大学院課程＞ 

５－８－① 教育の目的や授与される学位に照らして、教育課程が体系的に編成されているか。 

平成17年４月に開設したイノベーションマネジメント研究科技術経営専攻は、「技術経営（ＭＯＴ）教

育を通じて、技術による新たなマーケットの創造、マーケットの変化に対応した新技術の開発、さらにこ

れらのイノベーションサイクルの継続的な創出を戦略的に実践できる人材を育成する」ことを目的として

いる。修了者には技術経営修士（専門職）の学位を授与している。そのために、授業科目として、技術経

営戦略科目群、知的財産科目群、ファイナンス・情報科目群、ゼミ・インターンシップ科目群及び技術科

目群を体系的に配置している。 

また、専門職学位課程に対する学生及び産業界からのニーズを知るため、全科目について毎学期末に授

業評価を行うとともに、約６割を占める社会人学生の派遣企業・産業界との意見交換を行う定期的な懇談

会も実施し、教育課程の編成に反映させている。例えば、学生の要望に応えて、「先端技術とイノベーショ

ン」等の11科目を新設し、平成18年度よりインターンシップを単位化している。 

これらのことから、教育課程が体系的に編成されていると判断する。 

 

５－８－② 授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

将来の最高技術責任者（ＣＴＯ）や最高経営責任者（ＣＥＯ）のような戦略的に実践できる人材を育成

するために、ケーススタディやフィールドワークに基づく対話や討論を通して技術経営分野でのリーダー

シップ能力を涵養するための科目を設けている。我が国の先端企業によるケースに基づく「技術経営戦略

第一」、「技術経営戦略第二」、学生自身が企画し毎回企業トップをゲストとして招き代表質問の形式で経営

の在り方を総括する「経営者論セミナー」、そしてゲスト企業における実践的な技術経営について学ぶ「企

業実践セミナー」がその代表例である。これらのセミナーは、各界の豊富な実績をもつ経営者等の講演と

ディベートの組合せであり、授業アンケートで極めて高い評価を受けている。 

 また、最先端技術とそのビジネスを体感させることも不可欠であり、専任教員に加えて、最先端技術分

野をほぼ網羅した12人の協力教員を配置し、全学的支援のもとで技術科目群としての履修等に方向性を与

えている。 

これらのことから、授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっていると判断

する。 

 

５－８－③ 授業の内容が、全体として教育の目的を達成するための基礎となる研究の成果を反映したものとなっている

か。 

米国のＭＯＴを精査した上で、日本型ＭＯＴを体系化し、同時に産学連携の下でケース教材を研究開発

し、その成果を授業科目に反映する体制を目指している。スタート時の科目のうち、４科目は経済産業省

（三菱総合研究所）ＭＯＴ教材開発の成果を反映したものであり、さらに平成17年度には、「日本型技術

経営教育のためのケース教材開発－実践インターンまで含めた一貫教育プロセス－」が文部科学省法科大

学院等専門職大学院形成支援プログラムに採択されるとともに、特別教育研究経費を利用して専任教員が
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担当する17科目においてケース教材等を研究開発（一部はブラッシュアップ）し、平成18年度以降の授

業に活用している。 

また、技術経営専攻が属するイノベーションマネジメント研究科には、博士後期課程にイノベーション

専攻があり、企業等における技術経営の経験をもつ社会人学生を対象に、日本型ＭＯＴの体系化を中心と

した研究成果を学会誌等に発表するとともに、技術経営専攻の授業にも反映させる体制をとっている。 

これらのことから、授業の内容が、全体として研究の成果を反映したものとなっていると判断する。 

 

５－８－④ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

学生一人一人の目的に応じた履修モデルと、入学時のオリエンテーションで、指導教員及び専攻長が助

言を与えるシステム（カスタマイズドメニュー方式）による個人ごとの具体的な履修計画を導入している。

多くの授業がケース教材を活用し、課題を通した対話・討論型の授業になっている。そのため授業時間外

にも学生間の主体的な討論を課し、その結果を授業で報告・議論を行うという形式をとって十分な学習時

間が確保されている。さらに、「経営者論セミナー」及び「企業実践セミナー」の２科目は、e-learning

を取り入れ、授業時間外でも復習等ができるような配慮を行っている。また、各学期に申告可能な単位数

の上限を30単位に規定し制限している。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－８－⑤ 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例）を有している場合には、その課程に

在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされているか。 

該当なし 

 

５－９－① 教育課程や教育内容の水準が、当該職業分野の期待にこたえるものになっているか。 

教育課程や教育内容の水準のチェックに当たっては、特に産業界からの意見を尊重し、そのために産業

界のトップ経営者による客員教授のポストを設けて、教育内容・レベルについての当該職業分野からの意

見を求めている。また、派遣企業の上司や人事担当者との懇談会を開催して、教育課程や教育内容の水準

について意見を聴取している。 

さらに、大学院博士後期課程教育の実質化の要請から、平成 18 年４月より、他研究科博士後期課程の

学生が、技術経営専攻に同時に籍を置き、それぞれ学位の取得を目指すデュアルディグリープログラム（複

数学位取得制度）を開始し、様々な分野で活躍できる高度な技術の専門と幅広いマネジメントの視点を備

えた人材を育成している。 

これらのことから、教育課程や教育内容の水準が、当該職業分野の期待にこたえるものになっていると

判断する。 

 

５－10－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。（例えば、少人数授業、対話・討論型授業、フィー

ルド型授業、多様なメディアを高度に利用した授業、情報機器の活用等が考えられる。） 

授業形態については、ＭＯＴの実践的能力を涵養するために、ほぼすべての講義に当該大学で開発した

ケース教材を取り入れ、履修モデルが用意されている。また、リーダーシップ能力を育成するために、産

業界のトップ、専門家をゲストとして招いた上で対話・討論形式を採用した授業が４科目ある。フィール
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ドワークとしては、１か月から３か月までのインターンシップの科目を設定している。 

 さらに、学習指導法の一環として全学生を研究室に所属させ、原則個々の学生に机とパソコンを配備し

た勉学・研究スペースを与えている。その上で、修了要件であるプロジェクトレポートの作成や関連した

調査研究を、指導教員とゼミ形式で行う技術経営講究４科目を必修にしている。 

情報機器を活用した学習指導法については、e-learningや全学の無線ＬＡＮがカバーできないスペース

に研究科の無線ＬＡＮを配備し、モバイル環境での学習を支援している。 

なお、平成19年度に「企業内社会人のキャリアアップを支援する「エッセンシャルＭＯＴ」」が文部科

学省社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラムに採択されている。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 

５－10－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

講義のねらい、講義計画、受講者数、成績評価、テキスト等、履修の条件及び担当教員からの一言の各

項目を盛り込んだシラバスを、全科目についてウェブサイトで公開し、入学時のオリエンテーションでも

周知している。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 

 

５－10－③ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－11－① 教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されているか。 

成績評価基準については、それぞれの授業科目についてシラバスの「成績評価」の項目中に示している。

修了認定基準については、ウェブサイトあるいは研究科パンフレットに記載するとともに、入学時のオリ

エンテーションでも周知している。 

在学１年以上での短期修了の要件は、学則第 87 条の２第２項の「他の大学院において修得した単位の

認定」、学則第68条第２項の「社会人を対象にした成績優秀者」に示してある。このうち成績優秀者の判

断基準について、修得単位の成績が80点以上の授業科目数、及びプロジェクトレポートの質に基づく専攻

規程を作成し、学生に周知させるとともにその基準を適用することによって客観性をもたせた運用を行っ

ている。 

これらのことから、成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されていると判断

する。 

 

５－11－② 成績評価基準や修了認定基準に従って、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されているか。 

成績評価については、シラバスに記載してある「成績評価」の内容に従って適正になされている。既修

単位の認定については、対応した授業科目の担当教員、及び教員の所属する専攻会議によって、既修授業

の内容、レベルを判断し、科目ごとに審議し、その結果を研究科教授会で承認することによって、認定を
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行っている。 

 また、修了要件であるプロジェクトレポートでは、他研究科の修士論文と同様に、審査教員として３人

以上（博士課程進学の場合は５人以上）の審査員を指名し、発表会を行った上で合否の判定を行っている。 

これらのことから、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－11－③ 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

成績評価等の正確さを担保するために、プロジェクトレポートの審査に関しては論文発表会を公開で開

催するとともに、複数審査員による論文審査及び最終試験を行っている。また、審査結果及び学位授与に

関しては専攻会議において審議することにより、研究成果の厳正な評価を行っている。 

 授業科目の成績評価に関しては、学生への成績の周知を学期ごとに行い、最初に示された成績・評価に

異議がある場合は、当該学生は、授業科目の担当教員又は教務課へ口頭で照会、申立てを行い、調査を依

頼する。それを受けて、担当教員は、成績・評価に訂正・追加すべき理由が存在し、訂正や追加を行う場

合は、学務部へ成績追加訂正報告書を提出する。この他、成績評価等についての学生の不満は、半年ごと

のニーズ調査等で訴える機会を設けている。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準５を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 四大学連合（東京工業大学・一橋大学・東京医科歯科大学・東京外国語大学）複合領域コースの設

置による「学際的・複合的領域の教育」が実施されている。 

 ○ 大学院総合科目の開講や副専門制度による「多面的なもののとらえ方、異なる分野における論理と

考え方、科学と工学の人や社会との関連性などの体験的かつ総合的な教育」が実践されている。 

○ 研究科又は専攻を越えて、横断的かつ機動的な教育研究拠点を編成し、プロジェクト的に大学院課

程の先端的教育及び実務的人材養成を行うことを目的に10件の特別教育研究コースを設置している。 

○ インターネットを利用した授業形態として、東京工業大学オープンコースウェア（ＯＣＷ）をプラッ

トフォームとした251科目の講義ノート公開による「東京工業大学の理工系教育の世界共有財産化」

が実施されている。 

○ 平成 15 年度文部科学省特色ＧＰ「進化する創造性教育」の採択を契機に、45 科目を創造性育成科

目として認定・選定し、創造性教育をより進化・発展させている。また、平成 18 年度に採択された

学生による教材づくりを通した競争的及び独創的創造性育成プログラム「小中校用バイオ教材開発に

よる競創的教育」が実施され、学生の創造性を啓発し涵養し練磨する営みを全学挙げて行っている。 

○ 平成17年度に「工学導入教育教材の開発」が文部科学省現代ＧＰに採択され、工学導入教育にお

いて対話型e-learning教材を開発し、２年次以降のカリキュラムのオンライン教材（ＯＣＷ）に連

動させ、学生の関心や嗜好に合わせた学習を可能としている。 

○ 文部科学省「魅力ある大学院教育」イニシアティブによる「次世代ＶＬＳＩ設計プロジェクト教育」、

「社会イノベーション・リーダーの養成」、「マスターズミニマムによる大学院教育の強化」（以上、

平成17年度採択）、「国際的リーダーシップをもつ物理学者の養成」（平成18年度採択）が実施され、

現代社会の新たなニーズに応えられる創造性豊かな若手研究者育成機能の強化が図られている。 

○ 平成 17 年度に「東工大－清華大大学院合同プログラム 国際的リーダーシップを発揮する理工系
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人材育成プログラム」が文部科学省大学教育の国際化推進プログラム（戦略的国際連携支援）に採択

され、日本語、中国語及び英語の素養を持った優れた理工系の人材を養成し、両国の科学技術及び産

業経済の発展に資している。 

○ 平成 17 年度に「日本型技術経営教育のためのケース教材開発－実践インターンまで含めた一貫教

育プロセス－」が文部科学省法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムに採択され、ほぼすべて

の講義に当該大学で開発したケース教材を取り入れることによる｢ＭＯＴ実践的能力の涵養｣が実践

されている。 

○ 平成19年度に「工学教育プログラムの継続的進化－世界最高水準の工学教育の実現を目指して－」

が文部科学省特色ＧＰに採択されている。 

○ 平成19年度に「高度化学計測能力を備えた先導的研究者養成」、「「研究者高度育成コース」の発展

的強化」、「国際連携を核とした先導的技術者の育成」、「大学院教育プラットフォームの革新」、「実践・

理論融合の国際的社会起業家養成」が文部科学省大学院教育改革支援プログラムに採択されている。 

○ 平成 19 年度に「生命時空間ネットワーク進化型教育研究拠点」、「材料イノベーションのための教

育研究拠点」、「新たな分子化学創発を目指す教育研究拠点」、「計算世界観の深化と展開」、「フォトニ

クス集積コアエレクトロニクス」が文部科学省グローバルＣＯＥプログラムに採択されている。 

○ 平成19年度に「企業内社会人のキャリアアップを支援する「エッセンシャルＭＯＴ」」が文部科学

省社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラムに採択されている。 
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【評価結果】 

基準６を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

６－１－① 大学として、その目的に沿った形で、教養教育、専門教育等において、課程に応じて、学生が身に付ける学

力、資質・能力や養成しようとする人材像等についての方針が明らかにされており、その達成状況を検証・評

価するための適切な取組が行われているか。 

「学部、大学院にわたり、学生が高い学力、豊かな教養と論理的思考に基づく知性、リスクに耐える力、

幅広い国際性を持つようにする」ことを教育理念としており、「国際的リーダーシップを発揮する創造性豊

かな人材の育成」を教育目標に掲げている。また、各課程において育成すべき人材像として、学士課程は、

「理工系基幹学力および論理的思考力を修得した創造性豊かな人材」、修士課程は、「理工系専門学力およ

び問題解決能力を修得した先見性豊かな人材」、博士課程は、「理工系先導学力および深遠な教養を有す国

際的リーダーシップ豊かな人材」を定めている。 

 これらの目標を達成するために、教育推進室を設置し、教育企画班においては教育理念及び将来構想を

中心とする基本的な教育施策を企画・立案するとともに、教育推進班においては各学部・研究科教育関係

委員会などと連携・協力して多様な教育プログラムを実施・推進している。 

 達成状況評価及び大学教育改善のために、評価室・教育推進室を中心として全学的に中期目標・中期計

画の達成状況を検証・評価している。特に「教養教育」については平成12～14年度にわたって自己評価を

行っている。 

これらのことから、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等についての方針が

明らかにされており、その達成状況を検証・評価するための適切な取組が行われていると判断する。 

 

６－１－② 各学年や卒業（修了）時等において学生が身に付ける学力や資質・能力について、単位修得、進級、卒業（修

了）の状況、資格取得の状況等から、あるいは卒業（学位）論文等の内容・水準から判断して、教育の成果や

効果が上がっているか。 

教育成果の指標として、過去５年間の学部学生の大学院進学率及び修士課程学生の修了率・就職率を見

ると、学部学生の大学院進学率は85.0～89.1％、修士課程の修了率は94.8～97.0％、就職率は81.5～96.0％

となっている。また、修士課程修了者の14.1～18.5％が博士課程に進学する状況となっている。 

 学部学生について授業の教育効果を単位修得状況の観点から評価するために、各科目に分類した成績評

価の分布によれば、全体を平均すると８割前後が合格の判定を得ている。文系、語学系及び理工系科目で、

そのうち80点以上の評定を受けた者は30～50％になっており、成績分布はおおむね適正といえる。 

 卒業・修士・博士論文の研究成果の大半は関連学会等において発表され、国内外の学術誌に報告されて

いる。毎年発行される教員研究業績一覧に収集された発表論文のうち、共著論文は大半の場合学生を共著

者として含んでいるが、その数は着実に増加し、毎年7,000報前後が出版・公表されている。平成16年度

の例では、研究室に所属する４年次学生も含めた学生１人当たりに換算すると平均 1.08 報に及んでおり

基準６ 教育の成果 

６－１ 教育の目的において意図している、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする

人材像等に照らして、教育の成果や効果が上がっていること。 



東京工業大学 

 

2-(8)-38 

（研究室所属学生数6,448人）、国内外で学生の研究成果が高く評価されていることが分かる。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－③ 授業評価等、学生からの意見聴取の結果から判断して、教育の成果や効果が上がっているか。 

授業評価は、学部学生向け全学科目及び工学部専門科目について平成13年度後学期から行っている。 

 平成18年度前学期の調査結果、過去数年間の調査概要によれば、授業評価の５段階で平均は3.5前後、

総合的評価で示した理解度・達成度・満足度は70％前後の値となっている。 

得られた調査結果に基づいて授業の自己点検・フィードバック調査を行った結果、改善すべき点、方向

性の正誤、受講学生の能力・理解度などについて教員の認識が深まったほか、授業方法（視聴覚機材・板

書方法など）の工夫や今後の授業改善に資する多くの意見が収集されている。 

 工学部においては専門科目についても学生による授業評価が行われており、満足度の数値が高くなって

いるほかは、全学科目とほぼ同様の傾向を示している。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－④ 教育の目的で意図している養成しようとする人材像等について、就職や進学といった卒業（修了）後の進路

の状況等の実績や成果について定量的な面も含めて判断して、教育の成果や効果が上がっているか。 

就職・進学状況に関しては、学生支援課が毎年「卒業・修了者就職状況調」を作成して状況把握を行っ

ている。 

 学部卒業者の90％近くが大学院に進学し、修士課程学生については、全体の80％程度（博士課程進学者

を除くと95％前後）の学生が就職している。これらの結果は、学部・大学院修士課程の６年間の教育を経

て就職する学生が大半となっていることを示している。就職業種については、製造業・情報通信業・建設

業などの技術系産業を中心に、サービス業・金融・保険業・公務員にまでわたる幅広い業種に活躍の場を

得ている。 

 一方、博士課程修了学生についても技術系産業が主な就職先となっているが、大半が国内外において研

究・教育に従事している。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－⑤ 卒業（修了）生や、就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して、教育の成果や効果が上がってい

るか。 

卒業（修了）生に対して、平成 14 年にウェブサイト及び同窓会を通じて学生時代に受けた教育の評価

に関するアンケート調査を行っている。その結果、いずれも５段階評価で、自然科学系基礎的科目（3.42）、

専門の基礎科目（3.76）、応用科目（3.60）、演習・実験（3.66）など、理工系科目について高い評価が得

られている。特記すべきことは、学士（3.35）、修士（3.63）、博士（4.37）の学位論文に関する研究につ

いても高い評価が得られている。「在学中しておけばよかった勉強」の１つに外国語科目（3.60）があげら

れているため、英語で開講する授業を増やすなどして適切に対応が行われている。 

平成 18 年度には、社会理工学研究科が「就学経験者評価調査」を実施し、外部評価委員会による研究

科の教育活動を精査している。 

 この他、大学広報誌『Tech Tech』や同窓会誌『Kuramae Journal』で卒業生の実社会での活躍の状況を

紹介するとともに在学時の教育についてコメントを求めており、教育の成果や効果が上がっていることが
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確認できる。 

 これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準６を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 学部学生の90％近くが大学院に進学している。 
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【評価結果】 

基準７を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

７－１－① 授業科目や専門、専攻の選択の際のガイダンスが適切に実施されているか。 

〔学部〕 

学部学生は、入学時に全学科を７つの分野に分けた「類」に所属し、２年次に学科所属することになっ

ている。 

新入生に対するオリエンテーション、ガイダンス等は、類ごとに適宜、合宿研修方式を採り入れるなど

多岐にわたる内容・構成で実施している。 

 １年次終了前に実施されるオリエンテーションは、志望する学科や専門分野を決める重要な機会となっ

ており、学生にとって有益なことが、アンケート結果より分かる。さらに各学科では、卒業研究を行う研

究室を決定するための説明会を実施している。 

〔大学院〕 

 大学院学生に対するガイダンスは、専攻あるいは研究室単位で行っている。ガイダンスでは、専攻の案

内や教員スタッフの紹介、学習案内、修了者の進路等について説明を行っている。 

また、ガイダンス実施時又は実施後に学生からの意見や質問等を受けることにより、学生のニーズや感

想を把握し対応している専攻もある。 

これらのことから、ガイダンスが適切に実施されていると判断する。 

 

７－１－② 学習相談、助言（例えば、オフィスアワーの設定、電子メールの活用、担任制等が考えられる。）が適切に行

われているか。 

学生が修学その他の日常生活に関する諸問題について相談できる学生相談室を設け、各研究科等から選

出された教員が相談員となり、助言・サポートを行っている。 

学部新入生が所属する「類」ごとに類主任、類別クラス担任教員・クラス担当助言教員を配置し、学科

に所属した２年次以降は、学科長及び助言教員による体制で相談・助言を行っている。 

さらに、各教員によるオフィスアワーや学科相談室のほか、学生による学生のための相談体制（ピアサ

ポートサービス）を設けている。 

  大学院学生に対しては、研究科や専攻で実施している新入生ガイダンスにおいて、相談・助言体制を周

知するとともに、指導教員が修学指導、助言を行っている。 

これらのことから、学習相談、助言が適切に行われていると判断する。 

 

基準７ 学生支援等 

７－１ 学習を進める上での履修指導が適切に行われていること。また、学生相談・助言体制等の学

習支援が適切に行われていること。 

７－２ 学生の自主的学習を支援する環境が整備され、機能していること。また、学生の活動に対す

る支援が適切に行われていること。 

７－３ 学生の生活や就職、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が適切に行われていること。
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７－１－③ 学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されているか。 

平成17年度に全学生を対象としたアンケート調査（学勢調査）を、教育推進室が中心となり学生サポー

ターの協力を得て実施している。この調査結果は、学内ウェブサイトに公表し、大学の全構成員が閲覧で

きる。意見や感想なども受け付け、担当係等が大学として改善や対応を行った事項を同ウェブサイトに掲

載している。アンケート調査（学勢調査）の結果を受け、講義室の改善、事務職員へのマナー研修、無線

ＬＡＮの設置等を行っている。 

 これらの有用性を踏まえて、学勢調査は隔年に実施することとし、積極的に学生のニーズに適応した学

生支援の充実に取り組んでいる。 

なお、平成 19 年度に「３相の〈ことつくり〉で社会へ架橋する」が文部科学省新たな社会的ニーズに

対応した学生支援プログラム（学生支援ＧＰ）に採択されている。 

これらのことから、学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されていると判断する。 

 

７－１－④ 通信教育を行う課程を置いている場合には、そのための学習支援、教育相談が適切に行われているか。 

該当なし 

 

７－１－⑤ 特別な支援を行うことが必要と考えられる者（例えば、留学生、社会人学生、障害のある学生等が考えられ

る。）への学習支援を適切に行うことのできる状況にあるか。また、必要に応じて学習支援が行われているか。

〔留学生〕 

留学生に対する支援組織として、留学生センターに専任教員９人を配置し、日本語授業を実施するとと

もに、留学生修学相談担当教員13人を配置して修学指導を行っている。 

また、日本人学生が留学生の支援を行うチューター制度を設け、平成19年５月１日現在で254人を配置

している。 

さらに、英語による情報提供として、国際大学院コースの留学生に、ＣＤ－ＲＯＭ化した「英文学習案

内」を配付するとともに、教務課のウェブサイトに公開している。留学生に対する学習支援の情報提供や

各種案内は、センター及び関係部署のウェブサイトに英語で掲載している。 

〔社会人学生〕 

 博士後期課程に、社会人大学院プログラムを設け、社会人学生を受け入れており、研究指導に関しては

柔軟に対応している。また、専門職学位課程の技術経営専攻では、社会人学生が受講しやすいように、平

成17年度後学期から土曜日に授業を開講している。また、各教員が、社会人学生へ配慮したオフィスアワー

を設定するなどの学習支援を行っている。 

〔障害のある学生等〕 

障害のある学生は、現在在学していないが、学生支援センター及び関係部署による学習支援体制が整っ

ている。 

これらのことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる者への学習支援を適切に行うことのでき

る状況にあり、また、必要に応じて学習支援が行われていると判断する。 

 

７－２－① 自主的学習環境（例えば、自習室、グループ討論室、情報機器室等が考えられる。）が十分に整備され、効果

的に利用されているか。 

〔専攻・学科〕 
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 専攻・学科にリフレッシュルーム・学生室を設けているほか、セミナー室・演習室・ＰＣルーム等を、

授業時間を除いて学生に開放している。施設の利用頻度は高く、有効活用されている。 

また、共有スペースである教育・研究棟のロビー、大学会館ラウンジ等は、無線ＬＡＮ接続ができるな

ど学生が自由に利用できる環境にある。 

〔附属図書館〕 

 本館及び分館にグループ研究室やゼミプレゼンテーションルームがあり、試験期間中は自主的学習室と

して有効活用されている。また、無線ＬＡＮ接続も可能な自主的学習室としても有効活用されている。 

これらのことから、自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用されていると判断する。 

 

７－２－② 学生のサークル活動や自治活動等の課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行われているか。 

学生の課外活動の支援に対しては、厚生補導協議会及び学生支援課がその支援に当たっている。大学公

認の学生サークルには、活動場所の提供及び顧問教員を置き、指導・助言に当たっている。他に学生の自

主的な課外活動として、大学祭である「すずかけ祭」、「工大祭」が開かれている。これら課外活動には

各種の用具類の貸出や、財政面では、学生支援課及び大学後援会等から各種の助成を行っている。優秀な

成績を収めたサークルには垂れ幕等で栄誉を讃えるとともに、学長主催により祝賀会を開催している。 

これらのことから、課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行われていると判断する。 

 

７－３－① 学生の健康相談、生活相談、進路相談、各種ハラスメントの相談等のために、必要な相談・助言体制（例え

ば、保健センター、学生相談室、就職支援室の設置等が考えられる。）が整備され、機能しているか。 

それぞれの相談内容にあわせて相談・助言体制を整備している。その活動状況については、次のとおり

である。 

〔保健管理センター〕 

主に学生の健康面及び精神面で個別の相談を受けている。 

〔学生相談室〕 

学生の修学その他の日常生活に関する諸問題について個人相談を受けている。 

〔ピアサポート〕 

先輩学生が履修登録、授業、進路など身近な経験談を語り助言している。 

〔就職担当教職員〕 

専門分野の就職情報、アドバイスを行っている。 

〔学生支援センター〕 

すべての学生に向けて、キャンパスライフに係わる支援を総合的にサポートしている。 

〔キャリアアドバイザー〕 

進路・就職に関する一般的なサポートを行っている。 

〔ハラスメント対策委員会〕 

相談者から担当委員に直接連絡が取れる体制の整備を図っている。 

これらのことから、必要な相談・助言体制が整備され、機能していると判断する。 

 

７－３－② 生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されているか。 

日常的な学生からの要望は、学生対応を行う学務部各課の窓口において直接担当者が対応している。ま
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た、ウェブサイトで担当のメールアドレスを公開しており、問い合わせや要望を受け付けている。 

「学勢調査」では、学生生活全般にわたる学生の状況調査を全学的に行っており、特に生活関連につい

ては詳細な質問を設け、それらの内容を分析し改善につなげている。具体的には、平成20年度竣工予定の

TOKYO TECH FRONT（仮称）内に、レストラン、カフェなどを設置することを決定したり、学生寮の部屋数

や学内の無線ＬＡＮのアクセスポイントを増やすなど、学生生活の質の向上に努めている。また、学生か

らの要望が強かったキャリアサポートについて、キャリアアドバイザーの配置、ガイダンスの実施など支

援体制を強化している。 

さらには、保健管理センター、学生相談室等の相談窓口などに寄せられた要望は、それぞれの部署に

フィードバックすることでニーズの把握に役立てている。 

 なお、学生のニーズが高いアルバイトについては「アルバイト情報ネットワーク」に外注することで、

学生が学内外でいつでもアクセスできるようにしている。特に家庭教師は学内掲示及びウェブサイトで公

開することで、学生の要望に応えている。 

これらのことから、生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されていると判断する。 

 

７－３－③ 特別な支援を行うことが必要と考えられる者（例えば、留学生、障害のある学生等が考えられる。）への生活

支援等を適切に行うことのできる状況にあるか。また、必要に応じて生活支援等行われているか。 

留学生の日常生活に必要な情報提供、相談等に関しては、学生支援課が中心となって対応している。特

に、専門的な知識が必要なビザ関係については「VISAコンサルティングサービス」を設け、ＩＭＳ国際法

務事務所のスタッフが対応している。 

また、初めて来日した留学生に対しては、教育研究についての課外指導及び生活指導を行い、学習・研

究成果の向上を図るため、在学生をチューターとして各１年間配置している。 

留学生用宿舎として、通学に便利な場所に留学生会館を３館（148人収容）設置している。さらに、平

成17年10月には女性専用の宿舎を１棟（73人収容）借り上げ、学生及び研究者が住めるようにした。加え

て、民間アパートに入居する留学生には、不動産手数料が無料になるサービスや、日本国際教育支援協会

（ＪＥＥＳ）の留学生住宅総合補償に加入することを条件に保証人が不要になる機関補償を行っている。 

学生支援課が作成する「外国人留学生用キャンパスガイド」は、学生生活・日常生活で必要な手続き、

注意事項を日本語と英語併記で作成している。また、留学生に関係する書類については、日本語と英語の

併記を進め、窓口（学生支援課、留学生課及び学務課）においては、英語による対応を行っている。 

 なお、障害のある学生に対する生活支援面では、一般の施設整備の範囲内で車椅子対応のトイレ、スロー

プ、エレベーター、点字ブロック等を配置している。 

これらのことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる者への生活支援等を適切に行うことので

きる状況にあり、また、必要に応じて生活支援等が行われていると判断する。 

 

７－３－④ 学生の経済面の援助（例えば、奨学金（給付、貸与）、授業料免除等が考えられる。）が適切に行われている

か。 

日本学生支援機構の奨学金受給者は第一種、第二種、併用を併せて、申請者の96％が採用され、各種奨

学団体も含めた奨学生は、全学生の33％となっている。その他、民間奨学団体や地方公共団体の奨学金に

ついては、学生支援課が情報提供や出願手続き等に関して積極的に支援している。 

 入学料・授業料免除に関しては、入学料の免除及び徴収猶予基準・授業料免除基準を定めており、平成

18年度では入学料148人（半額のみ）・授業料1,278人（全額・半額）が免除を受けている。 
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 なお、入学料・授業料免除及び各種奨学金の情報は、新入学生に対しては入学手続き書類に同封し、在

学生には学内掲示、学生支援課のウェブサイトで公開することで、すべての学生に周知されるように努め

ている。 

また、学生宿舎については、通学に便利な場所に男子用144室を設置している。寄宿料は低額に設定し

経済面を配慮したものとなっている。女子学生用の学生宿舎はないが、女子学生・女性研究者専用宿舎を

借り上げ、平成19年８月現在で、76人の女子学生、２人の研究生が入居している。 

これらのことから、学生の経済面の援助が適切に行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準７を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 全学生を対象に学勢調査を実施し、学生の要望や問題点指摘を集計・分析し、改善・対応した結果

を、随時ウェブサイトに掲載している。 

○ 学生同士が気軽に相談できるピアサポート制度、留学生への「VISAコンサルティングサービス」な

ど特色ある相談・助言体制を整備している。 

○ 平成 19 年度に「３相の〈ことつくり〉で社会へ架橋する」が文部科学省学生支援ＧＰに採択され

ている。 
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【評価結果】 

基準８を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

８－１－① 大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設・設備（例えば、校地、

運動場、体育館、講義室、研究室、実験・実習室、演習室、情報処理学習のための施設、語学学習のための施

設、図書館その他附属施設等が考えられる。）が整備され、有効に活用されているか。また、施設・設備のバリ

アフリー化への配慮がなされているか。 

当該大学の校地面積は、大岡山キャンパスが240,500㎡、すずかけ台キャンパスが221,887㎡となって

いる。また、各キャンパスの校舎等の面積は、計378,717㎡となっている。 

講義室は、大岡山キャンパス78室、すずかけ台キャンパス25室、総数103の講義室で学部・大学院の

教育が行われている。 

各講義室ではプロジェクター等の講義支援機器の増設、無線ＬＡＮ設備の設置等の整備を行っている。

大岡山・すずかけ台キャンパス間での遠隔講義ができる講義室も整備し、両キャンパスにいながら１つの

授業を聴講できる環境も整備している。さらにプロジェクター、暗幕・ブラインド、スクリーン、ＯＨＰ、

拡声装置、ＤＶＤ・ＶＨＳ、電源・ＬＡＮ配線、ピアノ、可動式・多面黒板等、講義室の設備・機器や講

義等収容見込人数等の情報をウェブサイト上で閲覧可能である。外国語研究教育センターには４つのＬＬ

教室（各64人収容）があり、高度な外国語運用能力の育成に努めている。 

また一部の講義室には、車椅子の入るスペースを設けるなど、バリアフリー化に対応している。 

 情報処理学習のための施設としては、キャンパスに５つの実習室・演習室と附属図書館内に合計335台

のパソコンと20台のプリンタが設置されている。この施設は、新入生全員を対象とする情報教育や各学科

の情報関連科目に活用されている。利用のためのアカウントは入学時に学生全員に与えられ、平日の８時

30分から21時までの間、授業等での使用時間を除き、卒業時まで自由に利用可能な環境が整っている。 

 また、車椅子の対応として、利用者用エレベーターは停止時に床面との位置調整機能を装備し、車椅子

対応トイレも設置している。 

これらのことから、大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施

設・設備が整備され、有効に活用されており、また、バリアフリー化への配慮がなされていると判断する。 

 

８－１－② 教育内容、方法や学生のニーズを満たす情報ネットワークが適切に整備され、有効に活用されているか。 

情報ネットワークは、学術情報部により一元的に整備・管理されている。 

学内の高速キャンパス情報ネットワーク(SuperTitanet)は、従来の情報ネットワークの後継として平成

13年度に構築され、大岡山・すずかけ台キャンパスに展開する学術研究・教育活動のための情報基盤であ

る。基幹・拠点・建物からなる３階層構成のSwitched Networkで、基幹・拠点部分及びキャンパス間を接

基準８ 施設・設備 

８－１ 大学において編成された教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備が整備され、有効

に活用されていること。 

８－２ 大学において編成された教育研究組織及び教育課程に応じて、図書、学術雑誌、視聴覚資料

その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備されていること。 
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続するバックボーン回線は二重化され、高速・大容量なだけでなく、信頼性、安定性にも十分配慮された

構成となっている。 

 学外ネットワークへの接続は、SINET、WIDEプロジェクト、JGN2といった学術研究ネットワークに加え、

複数の商用プロバイダへの接続系統も用意しており、高速かつ高い接続性を持つとともに、対外接続部に

は冗長構成をとったファイアウォール装置を設置し、安全性へも配慮した構成となっている。 

また、SuperTitanetは、ネットワークアクセスの手段としてだけではなく、キャンパス公衆ネットワー

ク（無線ＬＡＮ) 、遠隔講義システム、テレビ会議システム、キャンパス間内線電話といった、キャンパ

ス内の他の重要な情報システムの基盤としての役割も担っている。 

平成 16 年度から構築を開始したキャンパス公衆ネットワークは、IEEE 802.11a/b/g 規格に対応したも

のであり、平成18年6月現在、約500の無線ＬＡＮアクセスポイントが整備され、学生のネットワークア

クセス環境は、飛躍的に向上している。今後も、講堂、サークル棟などにアクセスポイントを設置し、ア

クセスエリアを拡大する予定である。 

平成 17 年度には、国立大学法人では初めてＰＫＩ（公開鍵暗号方式を利用したセキュリティ基盤）を

用いた「共通認証・認可システム」の導入を行い、平成18年４月に構成員全員に対し「東工大ＩＣカード」

及び全学共通メールアカウントを発行し、その運用を開始した。併せて、情報基盤の利用に当たってはポー

タルサイト「東工大ポータル（Tokyo Tech Portal）」の運用も開始し、全学共通メール（ウェブメール）、

講義支援システム、ＯＣＷ講義資料入力システム、物品等請求システム、無線ＬＡＮの利用などがポータ

ルサイトでの認証のみで利用できるようにした。このことにより、システムごとのアカウントやパスワー

ド管理が不要となり、利用者及び各システム管理者の双方にとって大幅に利便性が向上した。 

さらに、情報基盤の適正な管理・運用を図るため、情報セキュリティ関係の規程等を定め、ウェブサイ

トやTokyo Tech Portalにも掲載するほか、利用の手引きに当たる小冊子『情報倫理とセキュリティのた

めのガイド』を全学の学生・教職員に配付し、その周知を図っている。 

これらのことから、情報ネットワークが適切に整備され、有効に活用されていると判断する。 

 

８－１－③ 施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され、構成員に周知されているか。 

施設関係の全学的な基本方針である「キャンパス構想21」が策定されており、長期計画に基づく方針が

明確になっている。各施設・設備の利用方法については、規程等が定められており、ウェブサイトへ掲載

するとともに、冊子を配付している。 

これらのことから、施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され、構成員に周知されていると判断

する。 

 

８－２－① 図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備され、有効に活用されているか。

附属図書館の蔵書数は915,681冊、学術雑誌が16,227種類、電子ジャーナルが6,926タイトルである。 

 図書資料については、附属図書館内の「蔵書整備委員会」において、授業用教科書に指定されている図

書やシラバスに記載された授業用参考図書に加えて、年２回実施する全教員に対するアンケート調査、常

時受け付けている教員からの推薦や学生等からのリクエスト、委員会委員が新刊和書を中心に推薦する候

補を含め、自然科学・工学分野と人文・社会科学系分野のバランスを考慮し、選定を行っている。 

 所蔵資料のうち、市販のデータベース等では掲載論文情報が入手しにくい国際会議録・テクニカルペー

パーの目次や、当該大学教員の著作物の目次等をデータベース化し、学生・教員へのより効率的な資料提

供を図っている。 



東京工業大学 

 

2-(8)-47 

 また、大岡山・すずかけ台の所蔵資料の貸出・返却をどちらの附属図書館でも可能とする運用体制をとっ

ているほか、平成14年度からは、電子図書館システム上で、学内の他キャンパス及び他大学の図書館が所

蔵する資料の複写物や現物の入手を電子的に申し込むことが可能となり、かつ著作権上認められる範囲で

直接電子的に提供する e-DDS サービスの運用を開始して資料の提供を迅速化するなど、積極的に利用者

サービスの充実に努めている。 

その他に電子ジャーナル及びWeb of Knowledge、Engineering Village等の学術情報データベースを導

入・提供している。学術雑誌（電子ジャーナルを含む）及び学術情報データベースについては、全教員に

対する購読希望調査の結果を踏まえ、大学全体として継続的かつ安定的に整備すべきものを決定している。

近年は、電子ジャーナルを各研究室からネットワーク上で閲覧することが可能となったことから、電子

ジャーナル及び学術情報データベースの検索数は増加している。電子ジャーナルからの論文ダウンロード

数は、平成15年度884,121件、平成16年度1,121,569件、平成17年度1,283,546件、平成18年度1,346,382

件である。 

附属図書館は、本館（大岡山キャンパス）、分館（すずかけ台キャンパス）ともに、平日は８時45分か

ら21 時まで、土・日曜日は11時から17 時までの間、開館している。座席数は、本館が611 席、分館が

322 席である。東工大ＩＣカード（学生証、職員証等）に対応した入館システムと自動貸出装置により、

個別の利用手続きを経ることなく入学から卒業まで利用可能になっている。 

これらのことから、教育研究上必要な資料が系統的に整備され、有効に活用されていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準８を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ ＩＣＴ環境が極めて充実しており、「共通認証・認可システム」、「東工大ポータル（Tokyo Tech 

Portal）」等の運用により、教育研究に有効に活用している。 

 



東京工業大学 

 

2-(8)-48 

 

【評価結果】 

基準９を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

９－１－① 教育の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積しているか。 

教育の状況については、中期計画のとおり全学の教育戦略を策定するとともに、教育活動の実態を示す

データや資料の適切な収集体制として、教育担当副学長を室長とする教育推進室を設置している。 

教育推進室教育推進班は、教育に関する具体的事項の策定及び推進並びに各学部・研究科教育関係委員

会と連携・協力に関する業務を行い、教育の改善方策等の整備について業務を行っている。 

教育活動の実態を示す資料としては、自己点検・自己評価・外部評価報告書などの発行刊行物、大学評

価・学位授与機構による評価に関する資料等があるほか、各部局で定期的に報告書を取りまとめ、教育活

動に係る基礎データを蓄積している。 

これらのことから、教育の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積してい

ると判断する。 

 

９－１－② 学生の意見の聴取（例えば、授業評価、満足度評価、学習環境評価等が考えられる。）が行われており、教育

の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されているか。 

全学科目教育協議会、理学部教育委員会及び工学部教育委員会は、教育工学開発センターの協力の下で、

各学期の終わりに学部学生を対象とし、その学期に開講された全教科について授業評価アンケートを行い、

大学の意図する教育の効果について確認を行っている。アンケート結果は授業科目の担当教員に通知する

とともに、ウェブサイト上で公開している。なお、平成18年度からは、生命理工学部も授業評価アンケー

トを実施しており、全学部にて授業評価が実施されている。 

大学院における授業評価は、社会理工学研究科、情報理工学研究科及びイノベーションマネジメント研

究科において実施しているにとどまっている。 

 各教員に対しては、担当授業の評価結果及び全体の傾向を通知する際、その評価結果を見て、今後どの

ように授業改善を行うかを尋ねるアンケートを行うことで、授業を自己点検させるとともに授業の改善に

役立てている。 

さらに、中期計画に基づき、教育推進室は、すべての学部、大学院の学生を対象とした学生生活実態調

査である「学勢調査」を２年に一度実施し、学生の意見聴取を行い、事務職員の学生に対する対応を改善

するために、関連職員にマナー研修を実施したこと及び、キャンパス公衆無線ＬＡＮの使用可能範囲を230

箇所から500箇所に拡充するとともに、無線ＬＡＮの接続アカウントを新身分証明書交付時に自動的に付

与することで利用登録手続きを不要にしたことなど、教育関連設備や学習環境の改善に役立てている。  

これらのことから、学生の意見の聴取が行われており、教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形

基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

９－１ 教育の状況について点検・評価し、その結果に基づいて改善・向上を図るための体制が整備

され、取組が行われており、機能していること。 

９－２ 教員、教育支援者及び教育補助者に対する研修等、その資質の向上を図るための取組が適切

に行われていること。 
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で反映されていると判断する。 

 

９－１－③ 学外関係者（例えば、卒業（修了）生、就職先等の関係者等が考えられる。）の意見が、教育の状況に関する

自己点検・評価に適切な形で反映されているか。 

法人化に向けて２度外部評価を行い、全学については６人の評価委員から、各部局については５人の評

価委員から、それぞれの評価項目に対して評価・意見を書面で得ている。これらの意見の多くは、中期計

画に取り入れることにより継続的に自己点検・評価を行っている。 

法人化後は、学外の有識者を積極的に活用することを考え、経営協議会の意見を大学運営に反映してい

る。主な反映例として、国際戦略本部の設置、学生支援センターの設置などがある。また、学長は同窓会

理事長と年に数回程度、大学の方針や方向性について意見交換を実施している。 

これらのことから、学外関係者の意見が教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されてい

ると判断する。 

 

９－１－④ 評価結果がフィードバックされ、教育の質の向上、改善のための取組が行われ、教育課程の見直し等の具体

的かつ継続的な方策が講じられているか。 

評価結果を教育の質の向上、改善に結び付けられるシステムの体制整備のために、平成 15 年度に教育

推進室が設置されている。 

平成 16 年度以降、教育推進室の主導で教育に関する業務の点検を毎年行っている。その結果、教育の

質の向上や教育体制の見直し等の取組として、創造性教育の推進、博士一貫コースの新設、附属科学技術

高等学校との高大連携システムの構築などがある。 

これらのことから、評価結果がフィードバックされ、教育の質の向上、改善のための取組が行われ、具

体的かつ継続的な方策が講じられていると判断する。 

 

９－１－⑤ 個々の教員は、評価結果に基づいて、それぞれの質の向上を図るとともに、授業内容、教材、教授技術等の

継続的改善を行っているか。 

全学科目教育協議会及び工学部教育委員会の下で、各授業科目に対して学生による授業評価アンケート

を毎学期実施し、そのアンケート結果を授業科目担当の教員にフィードバックしている。 

教員は、前年度の授業アンケート結果等を翌年度の授業内容及び教材の改善に結び付けている。具体的

には、教科書やプリントなどの適切なものへの修正・変更、課題や題材への関心を高める、学生の学習理

解状況の確認等を行っている。 

特に工学部教育委員会では、評点が著しく低い科目に関しては助言、支援活動などを準備するとともに、

評点の高い科目に関しては当該教員の授業への創意工夫点や取組についての情報をウェブサイトに公開す

ることで、教授法改善の手掛かりとなる情報提供を行っている。 

さらに、教員の教育方法及び教育技術の向上を図り、より優れた教育を推進するため、教育方法等が優

れていると認められる教員を学長が選考し、「東工大教育賞」として表彰しており、平成18年度は４人の

教員が表彰されている。受賞者は教員初任者向け授業改善研修において講師を担当し、教育の改善に貢献

している。 

これらのことから、個々の教員は、評価結果に基づいてそれぞれの質の向上を図るとともに、継続的改

善を行っていると判断する。 
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９－２－① ファカルティ・ディベロップメントについて、学生や教職員のニーズが反映されており、組織として適切な

方法で実施されているか。 

ファカルティ・ディベロップメント（以下、ＦＤという。）については、平成13年に工学部教育委員会

の下にＦＤ研修会ＷＧが設置され、大学院理工学研究科工学系・工学部を対象として最初のＦＤ研修会が

開始された。翌年、大学院情報理工学研究科及び大学院社会理工学研究科もＦＤ研修会に参加し、その後、

平成15年に大学院生命理工学研究科が参加し、現在では企画室が実施母体になっている。大学院理工学研

究科工学系・工学部では延べ９割近くの教員がすでにＦＤに参加している。 

各回のＦＤ研修会のテーマや内容は、学生や教職員のニーズを考慮した上でＦＤ研修会ＷＧによって決

定され、研修会終了後、『東工大クロニクル』に記事としてまとめ、教員に報告を行っている。 

他方、理学部では学生主催による授業評価結果発表会や教員相互の授業参観などを実施し、工学部では

授業評価の高い授業への取組や創意工夫を公開している。 

 ＦＤ研修会以外にも、各年度に採用された新人教員を対象とする授業改善研修が、毎年１回開催されて

おり、参加教員がその有効性を認めている。 

これらのことから、ＦＤについて、学生や教職員のニーズが反映されており、組織として適切な方法で

実施されていると判断する。 

 

９－２－② ファカルティ・ディベロップメントが、教育の質の向上や授業の改善に結び付いているか。 

ＦＤ研修会ＷＧでは、ＦＤ研修会に参加した教員を対象としたアンケート調査を実施した結果、10点満

点で6.5～7.1の満足度が得られ、同研修会が教育の質の向上や授業の改善に結び付いているといえる。 

工学部教育委員会及び教育工学開発センターでは、ＦＤ活動による教育の質の向上及び授業の改善等に

ついて、学生による授業評価アンケートを通じて調査を行っている。その結果、工学部の講義全体に対す

る「授業内容の理解度」は67～69％、「授業科目に対する満足度」は75～78％である。 

これらのことから、ＦＤが教育の質の向上や授業の改善に結び付いていると判断する。 

 

９－２－③ 教育支援者や教育補助者に対し、教育活動の質の向上を図るための研修等、その資質の向上を図るための取

組が適切になされているか。 

ＴＡや技術職員は、科目担当教員の指示の下に、学生の実験、実習、製図及び演習等の教育補助業務に

従事している。また、科目担当教員は、ＴＡに教育補助業務を行わせる授業科目については実施計画書及

び実施報告書を作成し報告するとともに、マニュアルを作成するなど、ＴＡに対するスキルの向上のため

の指導やアドバイスを継続的に行っている。さらに、技術職員の技術に関する専門的業務を円滑かつ効率

的に処理するため技術部を設置し、技術部は技術職員の資質の向上を図る目的として、毎年講習会、研修

会及び技術発表会を実施している。 

これらのことから、教育支援者や教育補助者に対し、その資質の向上を図るための取組が適切になされ

ていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準９を満たしている。」と判断する。 
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【評価結果】 

基準10を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

10－１－① 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。また、債務が過大ではないか。

平成 18 年度末現在の資産は、固定資産 212,011,186 千円、流動資産 13,355,038 千円であり、合計

225,366,224 千円である。なお、教育研究活動を安定して遂行するために必要な校地、校舎等の資産を有

している。 

 負債については、固定負債17,435,397千円、流動負債14,771,966千円であり、合計32,207,363千円で

ある。 

 これらのことから、教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しており、債務が過大ではないと判断

する。 

 

10－１－② 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための、経常的収入が継続的に確保されているか。 

経常的収入としては、運営費交付金、学生納付金及び外部資金等で構成されている。 

 平成16年度からの３年間における状況から、学生納付金収入は安定して確保されている。 

 また、産学連携等研究収入や寄附金収入等の外部資金についても安定した確保に努めている。 

 これらのことから、教育研究活動を安定して遂行するための、経常的収入が継続的に確保されていると

判断する。 

 

10－２－① 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として、適切な収支に係る計画等が策定され、関係者に明

示されているか。 

平成16年度から平成21年度までの６年間に係る予算、収支計画及び資金計画が中期計画の一部として、

また、各年度に係る予算、収支計画及び資金計画が年度計画の一部として、部局長等会議、経営協議会及

び役員会の議を経て、学長により決定されている。 

 これらの計画は、大学ウェブサイトで公表されている。 

 これらのことから、適切な収支に係る計画等が策定され、関係者に明示されていると判断する。 

 

10－２－② 収支の状況において、過大な支出超過となっていないか。 

平成18年度において、経常費用37,334,416千円、経常収益38,656,369千円であり、経常利益1,321,952

千円、当期総利益が1,341,372千円となっている。 

 なお、短期借入金はない。 

基準10 財務 

10－１ 大学の目的を達成するために、教育研究活動を将来にわたって適切かつ安定して遂行できる

だけの財務基盤を有していること。 

10－２ 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として、適切な収支に係る計画等が策定さ

れ、履行されていること。 

10－３ 大学の財務に係る監査等が適正に実施されていること。 
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 これらのことから、収支の状況において、支出超過となっていないと判断する。 

 

10－２－③ 大学の目的を達成するため、教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む。）に対し、適切な資源配分がな

されているか。 

予算配分に当たっては、全学共通分、部局分、使途特定分の３区分とし、特に学長の強いリーダーシッ

プのもと、経営協議会、役員会の議を経て、学長が予算配分方針を決定している。 

 また、学長裁量経費及び重点施策実施経費として、特別配分予算（特別な要因に基づく経費や戦略的重

点的に措置されている経費）を配分している。 

 これらのことから、教育研究活動に対し、適切な資源配分がなされていると判断する。 

 

10－３－① 大学を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

法令に基づき、財務諸表を官報に公告し、かつ、財務諸表並びに事業報告書、決算報告書並びに監事及

び会計監査人の意見を記載した書面を、各事務所に備えて置き、６年間一般の閲覧に供しなければならな

いこととなっている。 

 法令を遵守し、財務諸表について、文部科学大臣の承認を受けた後、財務諸表等を適切な形で公表する

とともに、大学ウェブサイトでも公表している。 

 これらのことから、財務諸表等が適切な形で公表されていると判断する。 

 

10－３－② 財務に対して、会計監査等が適正に行われているか。 

財務に関する会計監査については、監事の監査、会計監査人の監査及び内部監査が行われている。 

 監事の監査については、監事監査規程に基づき実施されている。 

 会計監査人の監査については、文部科学大臣が選任した会計監査人により実施されている。 

 これらの監査報告書は大学ウェブサイトで公表されている。 

 内部監査については、独立性を持つ学長直下の内部監査室を設け、内部監査規則等に基づき、監査室職

員が監査を実施し、監査室長が内部監査結果を学長に報告している。 

 報告された指摘事項や改善提案については、学長から各理事及び各学部長等に対して改善策の検討を指

示するなどの措置を講じている。 

 これらのことから、財務に対して、会計監査等が適正に行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準10を満たしている。」と判断する。 
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【評価結果】 

基準11を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

11－１－① 管理運営のための組織及び事務組織が、大学の目的の達成に向けて支援するという任務を果たす上で、適切

な規模と機能を持っているか。また、必要な職員が配置されているか。 

大学は管理運営のための組織として、学長と４人の理事・副学長（企画担当、教育担当、研究担当、経

営担当）、及び２人の監事、事務局長が陪席する役員会と、役員会構成員に６研究科長・２系長・４附置研

究所長・附属図書館長・センター長会議主査が加わる部局長等会議、研究教育に関する事項を審議する教

育研究評議会、経営に関する事項を審議する経営協議会を設置している。 

また、大学の目的の達成を支える独自の運営組織として、教員と事務職員が融合した９つの「室」・「セ

ンター」を設置している。これらの組織は学長のもとに理事・副学長が統括し、それぞれのミッションに

基づき、戦略策定、企画・立案、執行を機動的に展開している。特に教学に係る教育委員会については、

教育推進室が統括している。 

事務組織は、企画・立案、管理運営及び教育研究支援の３区分、７部22課３事務区で構成している。大

学の教育研究活動をより活性化させるべく、事務の機能性向上に向けて組織の見直し・再編成を行い、運

営体制の強化・充実を図るとともに、事務職員の公募を行い、外部の人材を積極的に雇用している。 

また、管理運営のための組織及び事務組織と、教学にかかる各種委員会等との連携は、教育推進室を中

心に行っている。  

これらのことから、管理運営のための組織及び事務組織が適切な規模と機能を持っており、また、必要

な職員が配置されていると判断する。 

 

11－１－② 大学の目的を達成するために、学長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態となって

いるか。 

大学の管理運営に関する意思決定は、週１回開催の役員会、月１回開催の教育研究評議会、年４～５回

開催の経営協議会において行っている。また、部局等の意見を表明する機能を集約した部局長等会議を週

１回開催することで、役員会等の審議過程を周知し、学長と部局等との意思疎通を円滑にするとともに、

大学全体の状況を学長が把握し、部局等の意見を管理運営組織に反映させることが可能となっている。 

また、学長直属の組織である「室」・「センター」では、学長のリーダーシップのもとに戦略策定、企画・

立案、執行を機動的に展開している。 

平成 17 年度には学長補佐室を設置し、学長特任補佐４人（教授２人、准教授２人）を配置している。

基準11 管理運営 

11－１ 大学の目的を達成するために必要な管理運営体制及び事務組織が整備され、機能しているこ

と。 

11－２ 管理運営に関する方針が明確に定められ、それらに基づく規定が整備され、各構成員の責務

と権限が明確に示されていること。 

11－３ 大学の目的を達成するために、大学の活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が行われ、

その結果が公表されていること。 



東京工業大学 

 

2-(8)-54 

学長特任補佐は学長の求めに応じ、種々の調査、分析等を機動的に推進している。 

これらのことから、学長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態となっていると

判断する。 

 

11－１－③ 学生、教員、事務職員等、その他学外関係者のニーズを把握し、適切な形で管理運営に反映されているか。

全学生を対象とする「学勢調査」は、平成16年度に試行し、平成17年度以後は隔年に実施することに

している。この結果を踏まえて、平成17年度にはキャンパス公衆無線ＬＡＮの整備、学生サポーティング

スタッフ（ピアサポート、広報サポート）の導入を行った。結果の分析及び学習環境や大学生活における

問題点の抽出と改善策の提案は、自発的に参加を望んだ学部学生・大学院学生による 12 人のサポーター

チームに委ねることで、学生が自ら考え工夫した改善策を取り入れている。 

教員からの意見は、部局長等会議を通じて管理運営に反映している。 

また、質問・要望等の受付としては、ウェブサイト上に「Ａｓｋサービス」を設けており、各種質問及

び要望等を常時受け付けている。平成18年度には、学内からの質問等が52件、学外からの質問等が161

件あり、電子メールで回答し、対応している。 

学外関係者からの意見については、経営協議会に外部有識者が加わって意見交換を行っている。 

これらのことから、学生、教員、事務職員等、その他学外関係者のニーズを把握し、適切な形で管理運

営に反映されていると判断する。 

 

11－１－④ 監事が置かれている場合には、監事が適切な役割を果たしているか。 

監事監査規程・監事監査実施細則に、監事の役割が明記されている。監事は規程に基づき、毎年度初め

に監査計画を作成の上、大学の業務及び会計に関する監事監査を実施し、監査報告書及び監事監査に関わ

る監事所見を学長に提出している。 

また、役員会、経営協議会、教育研究評議会、部局長等会議には監事が常時出席し意見を述べているほ

か、関係部局からの報告を受け、要望事項に対応し、助言を行っている。 

これらのことから、監事が適切な役割を果たしていると判断する。 

 

11－１－⑤ 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研修等、管理運営に関わる職

員の資質の向上のための取組が組織的に行われているか。 

職員研修規則に則り、職員は各種研修に積極的に参加している。今後の人材育成及び研修制度の在り方

について検討した結果、法人化に伴い必要となった多岐にわたる知識、技能等を修得するために、大学で

開催する研修だけではなく、民間企業等が主催するセミナーも積極的に活用し人材育成を進める方針を定

めている。支援職員については、自己の目標を設定し、その達成度を評価することによって、ひとりひと

りの優れた点を見出し、その伸長に努めている。 

これらのことから、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取組が組織的に行われていると判断す

る。 

 

11－２－① 管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、学内の諸規定が整備されるとともに、管理運

営に関わる委員や役員の選考、採用に関する規定や方針、及び各構成員の責務と権限が文書として明確に示さ

れているか。 
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中期目標に「学長の強いリーダーシップの下に、各部局との調和を図りつつ、スパイラルアップ型進化

を実現する、機能的・戦略的マネジメント体制の確立」を管理運営に関する方針として掲げている。学長、

理事・副学長、経営協議会委員、教育研究評議会評議員、部局長等会議委員に加え「室」・「センター」構

成員の選考方法は、それぞれ規則によって明示している。 

大学の事務局組織規則及び事務局事務分掌規程に、各構成員の責務と権限が定められている。これらの

規則は学内各部局に配付するとともに、ウェブサイト上に公開している。 

これらのことから、管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、学内の諸規定が整備

されるとともに、管理運営に関わる委員や役員の選考、採用に関する規定や方針、及び各構成員の責務と

権限が文書として明確に示されていると判断する。 

 

11－２－② 適切な意思決定を行うために使用される大学の目的、計画、活動状況に関するデータや情報が、蓄積されて

いるとともに、大学の構成員が必要に応じてアクセスできるようなシステムが構築され、機能しているか。 

大学の基本データや情報をウェブサイトに掲載し、各部局等間の情報を共有できる情報ネットワークを

構築している。 

平成 18 年度から大学情報データベースを稼働し、大学の目的、計画、活動状況に関するデータや情報

等を蓄積・公開することによって、中期目標・中期計画、年度計画の進捗等を全学的に同時把握するとと

もに、達成度評価及び第三者評価等へ活用することが可能となった。大学の構成員は当該データベースを

活用し、年度計画の策定、進捗状況確認及び実績報告をウェブサイト上で行っている。 

これらのことから、大学の目的、計画、活動状況に関するデータや情報が、蓄積されているとともに、

大学の構成員が必要に応じてアクセスできるようなシステムが構築され、機能していると判断する。 

 

11－３－① 大学の活動の総合的な状況について、根拠となる資料やデータ等に基づいて、自己点検・評価が行われてい

るか。 

自己点検・評価に関する戦略的企画・立案及び実施、第三者評価等への対応を行う組織である評価室で

は、中期目標・中期計画及び年度計画の根拠となる資料・データ一覧表を作成し、自己点検・評価を全学

的に実施している。 

また、全学、各部局において実施した、自己点検・自己評価・外部評価の報告書を『Tokyo Tech Now』

として刊行している。 

これらのことから、大学の活動の総合的な状況について、自己点検・評価が行われていると判断する。 

 

11－３－② 自己点検・評価の結果が大学内及び社会に対して広く公開されているか。 

評価室ウェブサイトにおいて、各種自己点検・評価の結果を公開している。特に業務実績に関する実績

報告書及び評価結果は、大学のウェブサイトに掲載することで、積極的に公開している。 

また、自己点検・評価結果・外部評価報告書『Tokyo Tech Now』については、専任講師以上の学内教員、

名誉教授、課長補佐以上の事務職員、各国公私立大学、高等専門学校、入学者出身高等学校、全国公立図

書館、受託・研究機関等に計2,000部以上を冊子で送付等している。 

これらのことから、自己点検・評価の結果が大学内及び社会に対して広く公開されていると判断する。 

 

11－３－③ 自己点検・評価の結果について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による検証が実施されているか。 
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自己点検・自己評価・外部評価報告書『Tokyo Tech Now』において、全学・各部局等ともに外部評価委

員が評価・検証を行っている。平成12～14年度に着手された、大学評価・学位授与機構による試行的評価

を受けている。 

法人化後、委員のうち８人が外部有識者である経営協議会において、各事業年度に係る業務の実績に関

する審議を行い、実績報告書を作成して、国立大学法人評価委員会の評価を受けている。 

これらのことから、自己点検・評価の結果について、外部者による検証が実施されていると判断する。 

 

11－３－④ 評価結果がフィードバックされ、管理運営の改善のための取組が行われているか。 

国立大学法人評価委員会による、業務の実績に関する評価結果における指摘事項について、評価室から、

戦略的企画・立案、連絡調整・情報収集のための組織である企画室に報告するとともに、役員会及び部局

長等会議に報告し、大学運営に反映すべく関係部署において改善策を策定し、キャンパス構想21の策定、

業務の見直しによる超過勤務縮減、人件費の削減などを実施している。 

これらのことから、評価結果がフィードバックされ、管理運営の改善のための取組が行われていると判

断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準11を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 戦略策定、企画・立案、執行を行う独自のマネジメント体制を機動的に展開している。 
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ⅰ 現況及び特徴（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

１ 現況 

（１）大学名 東京工業大学 

（２）所在地 東京都目黒区 

（３）学部等の構成 

   学部：理学部，工学部，生命理工学部 

   研究科：理工学研究科，生命理工学研究科，情報

理工学研究科，社会理工学研究科，総合

理工学研究科，イノベーションマネジメ

ント研究科 

   研究所：資源化学研究所，精密工学研究所，応用

セラミックス研究所，原子炉工学研究所 

   関連施設：附属科学技術高等学校，附属図書館，

統合研究院，グローバルエッジ研究院，

12 学内共同研究教育施設等，26 共通

施設 

（４）学生数及び教員数（平成19年 5月 1日現在） 

   学生数：学部4,940名，大学院5,096名 

教員数：1,127人 

２ 特徴 

東京工業大学は，1881 年の開学以来，「ものつく

り」とそれを支える科学技術と共に進化する社会を創

造・開拓する人材の育成を通して，常に卓越した教育研

究機関として，125 年の永きにわたり成長を続けてきた。

特に「ものつくり」と研究を核とした教育を推進し，未

知な領域への果敢な挑戦が，本学の特徴を形成している。 

すなわち，明治維新後にあっては産業の勃興に資する

技術を備えた人材を，戦後にあっては高度な「ものつく

り」技術と教養と創造的能力を持つ技術者・研究者を，

高度成長期には産業界を支える先導的技術者を，グロー

バル化の著しい現代においては国際的に優位な先端技術

と知の探求者を数多く育成輩出している。現在本学は１.

現況に示すように理工系総合大学に相応しい陣容を擁す

るに至っている。 

本学は，以下のような卓越性と多様性のバランスを考

慮した探求活動を行っている。 

【理工学を礎とする知の創造】 

 本学はわが国の発展を支える科学技術を創造し，その

フロントランナーを育成することによって，常に知の創

造の先頭に立ち続けている。すなわち，伝統的な理工学

はもちろんのこと，生命，情報，環境，社会などをキー

ワードとする総合的な立場で，新たな理工学の枠組みを

確立し，それらを礎として，知や価値の創造を深めてい

る。 

これらの活動は MOT(Management of Technology)の概

念をも取り込み，理工学研究科をはじめとして順次創設

された６研究科を中心に展開している。また大学院にお

ける教育と研究にとどまらず，学部教育にも大きな波及

効果を及ぼしている。 

さらに，社会の要請に応えるために４つの附置研究所

と１つの専門職大学院課程を設置している。本学は理工

学における知の創造を深める理工系総合大学としての地

位を築き上げた。 

【研究教育拠点の構築】 

 本学は世界に誇る COE（Center of Excellence）水準

の先端的研究教育拠点を数多く有する。また，先端的研

究分野のみならず新たな世界的拠点となる萌芽的研究分

野も多くあり，研究教育の拠点が成長しつづけている。

さらに，多様化・細分化する理工学を戦略的に融合させ

て，全学横断的な統合研究院を設置し，課題解決のため

の叡智を結集した。これにより研究機能の再編や流動性

の高い研究組織を構成している。さらに，グローバルエ

ッジ研究院を設置し，世界最高水準の若手研究者を育成

する拠点プログラムを実施している。 

【グローバルに活躍する創造的探求者の育成】 

 理工学のフロントランナーには，高い，豊かな教養と

創造性，国際性が必要である。このようなグローバルに

活躍できる人材育成のために，戦後間もない時期から，

教養教育に基づく全人教育を重視し，専門科目の中にも

教養教育が有機的に配置される「楔形教育」を提唱，実

施してきた。このために人文社会科学の教育を充実させ

て，理工学の教育研究との融合を進めてきた。 

また，開学以来「ものつくり」を基本とする実学教育

と創造性教育に重点をおき，創造的探求者を育成するた

めの本学独自の教育推進プログラムを実施している。さ

らに，数多くの留学生を積極的に受け入れ，日本人学生

とともに学ぶ環境を整備し，国際性教育の充実を図って

いる。 

【知の活用による産学連携と国際連携】 

本学の開学以来の伝統に「ものつくり」を通した社会

貢献がある。本学と産業界が一丸となり，大学の叡智を

経済の活性化に繋げるべく，産学連携推進本部を設置し，

産学連携と技術移転を積極的に推進している。さらに，

東工大発のベンチャー企業の育成にも努めている。 

また，本学では国際活動の視点を国際交流から国際連

携へと進化させ，タイ・フィリピン・北京に海外オフィ

スを設置している。世界の優れた大学・研究機関とのネ

ットワークを築くことにより，国際化を強化・発展させ

ている。 
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ⅱ 目的（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

１．東京工業大学の使命・理念・目標 

本学は，前身である東京職工学校の建学（明治 14（1881）年）以来，明治維新後の教育改革，戦後民主改革，

高度経済成長，大学院重点化，更に国立大学法人化と，転換する社会において多数の優れた技術者，経営者，研

究者，教育者を養成することによってその使命を果たし，我が国のみならず世界の科学，産業界の発展に貢献し，

次々に時代を切り拓いてきた。 

これまで築き上げてきた成果を継承しつつ，我が国における主要な理工系総合大学として現在本学が果たすべ

き使命は，「人類や社会の発展のために，研究と教育によって知的財産を創造し，次代を担う優秀な人材を育成

することにある。」と認識し，本学の理念を以下のとおり定めている。 

 

大学の理念：独創的・先端的科学・技術を中心とする学術研究を推進すると同時に，大学院・学部並びに附置

研究所において，創造性豊かで国際感覚を併せもつ人間性豊かな科学者，技術者および各界のリ

ーダーとなりうる人材の育成を行い，産学の連携協力をも得て，我が国のみならず世界の科学，

産業の発達に貢献するとともに，世界に広く門戸を開いて関係者の知恵を集め，世界平和の維持，

地球環境の保全等，人類と地球の前途に係わる諸問題の解決に積極的役割を果たす｡ 

 

教育理念：学部，大学院にわたり，学生が高い学力，豊かな教養と論理的思考に基づく知性，リスクに耐える

力，幅広い国際性を持つように教育する。 

 

さらに，本学の長期目標として「世界最高の理工系総合大学の実現」を掲げ，その達成に向けて，以下のとおり

教育，研究，および社会貢献の目標を定めている。 

 世界に通じる人材の育成： 国際的リーダーシップを発揮できる創造性豊かな人材の育成 

 世界に誇る知の創造：   世界に誇る強い研究分野の重点推進，次世代を切り拓く新規分野の先導的推進 

 知の活用による社会貢献： 知の創造と活用サイクルの産学連携プラットフォーム形成 

 

２．教育研究活動等の基本方針 

上述の使命・理念・目標の下に本学が有する教育研究活動の基本的方針は，以下のとおりである。 

・ ものつくりを基本とする実学教育を行う 

・ 基礎教育を重視する 

・ 科学技術と人文科学や社会科学を対等に有機的に結びつける 

・ 学生の自発的意欲をかきたてて，創造的能力を涵養する 

・ 研究を核にした教育を行う 

・ 新分野，境界領域への果敢な挑戦を行う 

・ リーダーシップと幅広い国際性を備えさせる 

 

また本学では養成しようとする人材像を，課程ごとに以下のように定めている。 

（学士課程）理工系基幹学力および論理的思考力を修得した創造性豊かな人材 

（修士課程）理工系専門学力および問題解決能力を修得した先見性豊かな人材 

（博士課程）理工系先導学力および深遠な教養を有する国際的リーダーシップ豊かな人材 

 

３．達成しようとする基本的な成果等 

上述の教育研究活動等の基本方針の下で，本学では以下の多種多様な取り組みを実施し，それぞれにおいて成

果達成を目指している。 

学士課程 

学士課程においては，基礎教育を重視し幅広い教養を身に付けさせるとともに，学生の自発的意欲をかきたて

て，創造的能力を涵養する教育を行っている。 

楔形教育 

・全人教育を重視し，教養教育と専門教育を有機的に関連させるため，本学では伝統的に，学年進行に伴い専門
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科目の数を増やすとともに，高学年でも教養科目を履修できる楔形教育を実践している。 

・国際コミュニケーション科目・Ｆゼミ（新入生ゼミ）科目・情報ネットワーク科目・環境教育科目・科学技術

者倫理教育科目等を順次加えることにより，教育課程の編成もまた，社会情勢の変化に伴って進化させている。 

創造性育成教育 

・創造性豊かな人材を輩出するための取り組みとして，各学科・専攻からの申請に基づき認定・選定した創造性

育成科目では，自ら問題設定を行い，実験，討論，プレゼンテーション，製作などの種々の形式で解決・発表を

行っている。 

・工学教育の原点である「ものつくり」を通して，学生が自ら考え，自ら学ぶ創造性教育を推進する一大拠点と

して種々の工作機械，測定機器，情報機器による具体的作業が可能な，ものつくり教育研究支援センターを設置

している。 

自由度の高い教育 

・教養および専門教育を通じて，授業科目選択の自由度を高めるとともに，転類，転学科の制度を設け，学生の

勉学意欲及び進路に対する多様性に応えている。 

・学科を横断する「コース・系」により，学科の枠組に縛られない自由度の大きい教育システムを導入し，学生

の自主性・自発性を尊重している。 

・四大学連合複合領域コース：本学・一橋大学・東京医科歯科大学・東京外国語大学間で連携を図ることで，

学際的・複合的領域の研究・教育を推進し，新しい人材を育成している。 

研究につながる教育 

・講義，演習，実験を通して獲得した知識や基礎専門学力を結集して，学士論文研究では，学生自ら特定テーマ

の研究に初めて取り組み，自分で考え，体験し，理解を深め，課題を探求追究する教育を行っている。 

 

大学院課程 

大学院課程においては，学部教育で培った素地の上に，高度専門教育のみならず，新分野，境界領域への果敢

な挑戦を可能とし，リーダーシップと幅広い国際性を備えるための教育を行っている。 

研究を核にした教育 

・全教員が最先端の研究を遂行することを主な任務とし，高度な研究成果に裏打ちされた大学院教育を行ってい

る。 

大学院授業科目 

・大学院総合科目では，論理の多面性，異分野の理解，科学と社会との関連などを体験的・総合的に学習し，大

学院国際コミュニケーション科目では実践的な語学，外国文化及び思想についての学習を行っている。 

・講究では，最先端の研究技術開発の現状に触れ，理工系人材の素養を身に付けさせている。 

・所属専攻以外の分野へも興味を持ち知識を得る，副専門制度，他専攻科目の履修制度を設けている。 

新分野，境界領域への挑戦 

・デュアルディグリープログラム：博士後期課程と技術経営専攻（専門職学位課程：修士）同時に籍を置き，

両方の学位を取得することによって，技術とマネジメント双方に卓越した人材育成を行っている。 

・大学院特別教育研究コース：研究科又は専攻を越えて，横断的かつ機動的な教育研究拠点を編成し，先端的

教育及び実務的人材養成と，大学院の教育研究の高度化及び多様化に資している。 

・四大学連合による大学院特別コース：四大学連合複合領域コースを基礎として，更に高度な最先端・新分野

の教育研究を行うために，大学院課程に特別コースを設けている。 

国際的リーダーシップの涵養 

・博士一貫教育プログラム：修士課程及び博士後期課程を一貫とし，各段階が有機的な連携をもつ体系的教育

課程によって次世代を担う人間力を兼ね備えた高度技術者，学術研究者の育成を図っている。 

・東工大－清華大 大学院合同プログラム：ナノテクやバイオや社会理工の，先端的な分野で国際的リーダーシ

ップを発揮する若い人材を育成し，学術・産業界の将来に大きく寄与している。 

・長期海外留学支援プログラム：長期間学生を海外に派遣し，海外の大学院等において学位取得を行うことで，

短期間では得られない幅広い経験や視野及び国際的な人脈の構築を支援している。 

・国際大学院コース：英語で大学院課程の講義を行うことで，外国人学生に対して広く門戸を開いている。 

・海外オフィス：遠隔講義配信，研究指導，共同研究支援，留学生リクルートの促進，帰国留学生支援，東工

大留学生同窓会への活動支援などを行い，本学の国際連携活動を推進している。 
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ⅲ 自己評価の概要（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

基準１ 大学の目的 

本学は，21 世紀における大学の使命・役割を認識し，本学の理念を改めて明確に示すため，本学の 21 世紀

における大学像の在り方及びその実現のための具体的方策を検討するために設置された「21 世紀の個性輝く東

京工業大学検討委員会」将来構想検討部会によって中長期目標「世界最高の理工系総合大学の実現」が掲げら

れ，この中長期目標達成のために，教育，研究，社会貢献の目標を定め，その趣旨を踏まえて中期目標を策定

した。これら教育研究活動の基本方針は，学校教育法の定めに外れるものではない。  

  本学の目標，教育研究活動は，ウェブサイト，各種出版物に掲載することにより，教職員，学生及びステー

クホルダーに向けて公表している。特に平成 17(2005)年には大学要覧の名称を「進化する東京工業大学」に変

更し，建学以来常に進化し続けてきた本学の基本姿勢を示すと共に，内容もより明確かつ積極的に本学の目標

及び教育研究活動を伝えるものとしており，全教職員及び新入学生に配布するほか，社会的な認知度の向上を

図るため，広報誌 Tech Tech 等と併せて関係機関へ配布している。また，オープンキャンパス，大学説明会等

においては，アドミッションポリシーを記載した大学案内を配布している。このように，本学の目的は，明確

に示され広く周知されている。 

 

基準２ 教育研究組織（実施体制） 

本学では，理工系総合大学にふさわしい学部・学科が設置され，学士課程では全人教育を重視し，教養教育

と専門教育を有機的に関連させる楔形教育を行いながら，理工系基幹学力および論理的思考力を修得した創造

性豊かな人材育成を目指している。それらを行う学部及び学科の構成は，教育研究の目的を達成する上で適切

なものとなっている。 

  教養教育を実施する体制として，教育推進室教育推進会議の専門委員会として全学科目教育協議会が設置さ

れ，有機的連携を図るための体制は，適切に機能している。 

大学院には，理工系総合大学にふさわしい研究科と専攻が設置されており，研究科及び専攻の構成は，本学

の教育研究の目的に照らし適切である。 

  また，これまでに採択された 21 世紀ＣＯＥプログラムの中では，世界最高水準の研究教育拠点を目指しなが

ら大学院特別教育研究コースが設置されているところもあり，本学の教育研究の目的を達成するため大きな貢

献をしている。 

本学の学内共同研究教育施設等として 12 施設があり，本学の教職員等が共同して研究や教育に当たっている。

さらに，共通施設として 26 施設が設置され教育研究等の支援組織として多様な役割を担っている。これらはい

ずれも本学の教育研究の目的を達成する上で不可欠なものであり構成は適切である。 

教育活動に係る重要事項を審議するための教育研究評議会や教授会等は必要な活動が十分なされており機能

している。 

  教育課程や教育方法等を実質的に検討し実行するための教育推進室に設置された教育推進会議や教育企画会

議，全学科目教育協議会などでは，それぞれ明確な役割分担と目的のもとに連携を図りながら必要な回数の会

議が開催され，実質的な検討が行われている。 

 

基準３ 教員及び教育支援者 

教員組織編制は，本学の教育目的の基本方針および学則に基づき，大学院では講座制，学部では学科目制に

より教員組織が適切に編制されている。 

  教育課程を遂行するための必要な教員確保については，定められた手続のもとに教員選考委員会を設置し，
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公募により教員候補者を決定している。さらに，教員の資格については明確な基準が定められ，質・量の両面

における教員確保がなされている。 

  学士課程・大学院課程・専門職大学院課程ともに，本学の教育目的に基づき，必要な専任教員数が確保され

ており，各設置基準に適合している。 

  教員組織の多様性を実現するための取り組みとして，民間企業・国立研究機関等出身者や外国人教員の登用，

性別・年齢構成のバランスへの配慮がなされている。また，教員の任期制,公募制,サバティカル研修制度，若

手研究者の育成に向けたテニュア制度の導入もなされている。 

  教員の採用基準や昇格に係る選考を行うための基準は，学内規則等に定めてあり，そのもとで適切に運用さ

れている。 

  教員の教育活動に関する定期的な評価として，「教員個人評価」「授業評価」を実施している。 

教員個人評価については，教員の資質向上ならびに教育研究組織の運営改善を目的として，教員の教育研究

活動に関する自己評価の形で実施している。 

  授業評価は，学部学生を対象に開講された全教科について，授業評価アンケートの形で実施し，アンケート

結果は，授業科目の担当教員に公表するとともに，全学科目についてはウェブサイトで公開している。各教員

に対しては，この評価結果についてのアンケートを実施し，授業の自己点検と改善への意見聴取を行っている。 

  本学の教員の教育内容等は，大学院課程，学士課程共に教員自らの研究活動や研究実績と関連性を有するも

のとなっており，教育内容と関連する研究活動が行われている。 

  教育課程を展開するに必要な教育支援者として，事務職員は，学務部教務課等の４課に配置されている。技

術職員は，教育研究支援の体制として組織される技術部に所属し，各教育課程の実験・実習等の授業を支援し

ている。ＴＡは，実験・実習等の教育補助者の立場から教育に貢献している。 

 

基準４ 学生の受入 

入学者選抜において求める学生を適切に見出すため，本学の教育理念，求める学生像を明示したアドミッシ

ョン・ポリシーを定め，入試広報用パンフレット「大学案内」「学生募集要項」の中に明示するとともに，ウ

エブサイトで公表するなど，広く周知を図っている。 

  また，求める学生を適切に見出すという観点から，「一般選抜試験」のほか「第１類（理学部）特別入学試

験（ＡＯ型）」「高大連携特別選抜」など，多様な入学者選抜を行うことにより，受験生の能力・適性等を多

面的に評価している。 

  留学生，社会人，編入学生に係る入学試験についても，アドミッション・ポリシーに沿った選抜を行い，適

切にこれらの学生を受入れている。 

  なお，学部入試においては，「類別入学制度」を採用しており，入学者が大学入学後に各種分野の大学教育

に触れながら自らの適性や関心等に基づき，２年次に所属学科を決めることができるようにしている。 

  入学者選抜の実施体制については，学部，大学院とも，各類，専攻を代表する教員等を構成員とする，学長

を委員長とする入学者選抜委員会を設け，責任体制の明確化，意志決定の迅速化を図り，募集要項作成，試験 

問題作成，試験実施，採点に至る種々の業務を適切に処理している。 

アドミッション・ポリシーに沿った学生が適切に受け入れられているか，その検証については，客観的な検

証を行うため，入学者選抜委員会とは別に，「入試改革検討部会」を設け審議を行った。 

  学部および修士課程については，実入学者数が定員にほぼ則しているが，博士後期課程については下回る状

況もあり，ＷＧを設置し改善策の検討を行っている。 

 

基準５ 教育内容及び方法 
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本学の教育内容および方法について，各課程共通して「世界に通じる人材の育成－国際的リーダーシップを

発揮し創造性豊かな人材の育成」を目標としており，文系・理工系・総合系科目のバランスとれた配分がなさ

れている。授業形態も教育内容に応じてバランスよく組み合わせられている。各授業科目のシラバスはウェブ

サイトで公開され，それに加えて 251 科目は講義ノート等がオープンコースウェア（ＯＣＷ）により閲覧でき

る。教育・研究指導が適切に行われており，成績評価・単位認定や学位審査は厳密に行われている。また，講

義室や自習室に無線ＬＡＮが整備され，e-learning も導入されるに至り，学生はＩＴを活用した学習ができる

環境が整った。この環境を活用した教材開発は，現代的教育ニーズ取組支援プログラム「工学導入教育教材の

開発」として採択された。さらに，「派遣型高度人材育成協同プラン」の採択により，企業と大学の協同で策定

した研究開発プロジェクトに学生を従事させる等の研究指導における取組を積極的に行っている。 

学士課程においては，楔形教育の体系をとると共に，創造性育成科目の多数開講，学生による教材づくり，

また，４大学連合複合領域コースを設置することにより，調和がとれ，社会からの要請や多様なニーズに対応

した教育が実践されている。基礎学力が不足する学生への配慮体制も導入されている。 

大学院課程においては，大学院特別教育研究コースや博士一貫教育プログラムが設置され，学問分野の高度

化や多様化に対応すると共に，次世代を担う人間力を兼ね備えた高度技術者及び高度学術研究者の育成，科学

技術創造立国を担う工学系人材育成や創造性豊かな若手研究者の養成機能の強化という社会的要請に応えるも

のとしている。副専門制度や大学院総合科目など，広い知識や視野を持たせている。入学者ガイダンスの実施

など，履修指導も適切に行われている。 

専門職大学院課程においては，ケーススタディやフィールドワークに基づく対話や討論を通して技術経営分

野でのリーダシップ能力を涵養するための科目や，企業トップをゲストとして招き代表質問の形式で経営のあ

り方を総括したり実践的な技術経営について学ぶ科目などを設け，専門職課程の学問分野の趣旨に沿った教育

がなされている。産業界から客員教員を招いたり，学外の有識者との懇談会を開催することにより，当該の職

業分野における期待に応えるものとしている。 

 

基準６ 教育の成果 

本学は，国際的リーダーシップを発揮できる創造型人間の育成を目標に定めて教育・研究活動を行っている。

学士・修士・博士各課程について育成すべき人材像として段階的な達成目標を定めて，これらを達成するため

に様々な教育・研究プログラムを企画・立案・実施するシステムが整備されている。 

又，実施結果の評価については，学生による授業評価を中心にプログラムの妥当性や教育効果を定量的に評

価した結果，５段階評価で平均 3.5 前後であり，総合的評価で示した理解度・達成度・満足度は 70％前後の値

となっている。授業評価によって明らかとなった問題点は教員にフィードバックして，さらなる教育の改善・

向上に向けた情報の共有化を目指してきた結果，諸評価数値の漸増につながっている。また，これまで行って

きた教育活動の目的達成度の指標となる単位修得率・大学院進学率・修了率・就職率などの諸統計数値はいず

れも 90％前後ないしそれ以上の満足すべき高い値となっている。特に学部卒業生の 90％程度が引き続き大学院

に進学して，発表成果状況などから判断して充分な研究成果を上げていることは，学部・大学院を通じて教育

の成果が充分に上がっていることの証左である。 

  卒業（修了）後の状況については，修了率・就職率・就職業種などの分析結果は，目的とする教育が充分に

達成されていることを示す高水準の値を示しており，卒業（修了）生に対する意見聴取の結果および就職後の

活躍状況を示す諸データから判断して，実社会においても大学・大学院教育の有効性が評価されていることは

明らかである。またこれらの結果は観点 6-1-1 で示した目標とする人物像設定の妥当性を裏付けるものとなっ

ている。 
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基準７ 学生支援等 

新入生が大学の教育課程についての理解を得て履修科目や将来進むことになる学科等を決める際の参考とな

るように，各種オリエンテーション，新入生セミナー，全学科目オリエンテーション等を実施している。また，

２年次の学科所属を決める前の学科所属等オリエンテーションは，学生が所属学科や志望する専門分野を決め

る重要な機会となっている。 

  学習相談・生活相談や助言体制については，学生相談室室員による相談の他，類別クラス担任教員・クラス

担当助言教員制度等がある。また，学生による学生のための相談体制もあり，学習相談・生活相談等を適切に

行っている。心身に関する相談は保健管理センターがあたり，進路就職相談にはキャリアアドバイザーを配置

するなど複数の相談窓口を設けることで，多様な相談に対応できる体制を整備している。 

  学習支援に関しての学生のニーズ把握は，「学勢調査」によって行われており，アンケート調査結果を集計・

分析し，改善提案はウェブサイト上に示し改善へ繋げている。 

  留学生のための特別な支援体制としては，留学生センターに留学生修学相談担当教員による修学相談窓口を

設け，オフィスアワーも用意している。また，日本人学生が留学生の学習・生活支援などを行うチューター制

度，「VISA コンサルティングサービス」，留学生住宅総合補償等を設けている。また，留学生会館及び借り上げ

宿舎は，地価の高い東京で特に留学生の生活の安定に寄与している。 

  社会人学生のためには，博士後期課程の「社会人大学院プログラム」を用意し，専門職学位課程では，授業

を土曜に開講するなど社会人学生に配慮している。 

  自主的学習環境施設・設備は，多くの専攻・学科において整備しており，いずれも利用頻度は高く効果的に

利用されている。 

一般的な学生生活面の施設は，運動場，体育館，温水プールなどが設置され授業以外でも課外活動を中心に

学生が活発に利用できるよう整備している。  

経済面の支援として，入学料免除は申請者の 69％が，授業料免除は申請者の 79％が受けている。日本学生支

援機構の奨学生には申請者の 96％が採用され，各種奨学団体等も含めた奨学生数は，全学生の 32％となってい

る。また，学生用の宿舎としては，留学生及び日本人学生用の寮，さらに女性専用（日本人・留学生混住）の

借り上げ宿舎を提供している。 

 

基準８ 施設・設備 

本学は教育研究活動に必要とされる規模の施設を有し，講義室，教育研究・実験施設，情報教育用実習室・

演習室，図書館，課外活動用施設等の各設備について有効に整備，活用している。 

情報ネットワークに関しては，性能向上のための対策がとられ，セキュリティ管理対策や利用促進のための

対策が適切に実施されている。ネットワーク上で利用可能なサービス等では，平成 18 年度から運用が開始され

た「共通認証・認可システム」及び「東工大ポータル（Tokyo Tech Portal)」など，積極的に利便性を拡大し

ている。 

キャンパス環境の調和，個性化を推進するために，大岡山・すずかけ台キャンパスを貫くビジョン及び整備

方針として，21 世紀の東工大のイメージを創る「キャンパス構想 21」の基本方針を策定している。 

また，各施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され，ウェブサイトへの掲載，冊子の配付など構成員

に周知している。 

附属図書館の資料等は，蔵書，視聴覚資料，学術雑誌(冊子体)，電子ジャーナルに加え，学術情報データベ

ースが整備されている。資料については，全教員に対する購読希望調査，年 2 回実施する全教員に対するアン

ケート調査や，常時受け付けている教員からの推薦や学生等からのリクエスト，蔵書整備委員会委員の推薦に 

基づき，整備している。 



東京工業大学 

 2-(8)-66

また，市販のデータベース等では掲載論文情報が入手しにくい国際会議録・テクニカルペーパーの目次や，

本学教員の著作物の目次等をデータベース化し，学生・教員へのより効率的な資料提供を図っている。さらに，

所蔵資料の貸出・返却を大岡山・すずかけ台キャンパスのどちらの図書館でも可能とする運用体制を実施する

とともに，本学及び他大学の図書館が所蔵する資料の複写物や現物の入手を電子的に申し込み，著作権上認め

られる範囲で直接電子的に提供する，e-DDS サービスにより資料の提供を迅速化するなど，積極的に利用者サ

ービスの充実に努めている。 

 

基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

教育活動の実態を示すデータや資料は，教育推進室を中心として各学部・研究科教育委員会が連携し，大学

又は教員が収集して蓄積する体制にある。また，収集した教育活動の実態を示すデータや資料について，適切

に分析を行う体制にある。 

  各部局の教育委員会，教育工学開発センターは，教育推進室を中心として，授業評価アンケートや学勢調査

を通じ，学生の意見聴取やその分析を行なっており，この調査結果は，個々の教員による授業の改善ならびに

教育関連設備や学習環境の改善に適切に反映されている。 

  法人化前に行った外部評価委員の意見を中期計画に反映させることで自己点検・評価を行っている。法人化

後は，学外の有識者の意見や同窓会委員との意見交換に基づいて教育事業を改善している。 

  教育推進室が中心となって，評価結果を教育の質の向上や改善に結び付けられる体制が平成 16 年度に整備さ

れ，順次，評価の実施，評価結果の活用が行われつつある。また，本学の基礎理念や学習・教育目標に基づい

た，教育の質の向上，改善に結び付けられるようなシステムが整備され，教育課程の見直しや教員組織の構成

への反映等，具体的かつ継続的な方策が講じられている。 

  教員は，授業アンケート等の評価結果を授業内容及び教材の改善に結びつけており，継続的に教育の質の向

上を図る体制にある。 

  組織として FD の取り組みを開始し，最初から FD 研修会に参加していた理工学研究科工学系・工学部ではの

べ９割近くの教員が既に FD に参加しており，教員個々の資質向上のための改善を組織的に行う体制にある。FD

研修会のアンケート結果で，大部分の参加者から教育の改善に有効であったという回答を得ていること，また

学生による授業評価アンケート結果でも，学生の達成度や満足度で評価したアウトカムの改善効果が見られる

ことから，FD 活動を通じての教員の意識改革と努力が反映され，教育の質の向上や改善に結びついていると結

論できる。 

  TA や技術職員は，科目担当教員の指示の下に教育補助業務に従事している。また，科目担当教員は，TA に関

する実施計画書ならびに実施報告書を作成し報告すると共に，TA に対するスキルの向上のための指導やアドバ

イスを継続的に行なっている。さらに，技術職員の資質向上のために研修会を開催している。 

 

基準 10 財務 

本法人の資産は，法人化以前の土地・建物等すべて出資を受けており，財源についてもこれまでどおり継続

的に措置されていることから，安定した教育研究活動が遂行可能である。また，学生納付金については，適正

な学生数により継続的な収入を確保しており，外部資金についても継続的な収入を確保している。 

  収支に係る計画等については，学長の意向を踏まえ，学内諸会議における検討・審議を経て，適切な計画等

を策定しており，大学のホームページにより関係者に明示されている。また，予算及び収支計画等の範囲内で，

弾力的かつ適正に執行し，支出超過とはなっていない。さらに，教育・研究レベルの確保に必要な基盤的経費

及び重点施策実施経費を配分する際には，教育・研究の活性化及び重点化に考慮するなど，適切な資源配分が

なされている。 
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  本法人の財務諸表等については，文部科学大臣の承認後，官報に公示し，監事及び会計監査人の意見ととも

に閲覧に供し，大学のホームページに掲載するなど適切な形で公表される。また，財務に対する監査として，

本法人規則及び法令に基づき内部監査，監事監査及び会計監査人監査が実施され，いずれも適正である旨の報

告書が提出されている。 

 

基準 11 管理運営 

学長のもとに４名の理事・副学長が統括する，本学独自の戦略的マネジメント体制の構築から３年が経過し，

教員と事務職員が融合した学長直属組織である９つの「室」「センター」は活発に施策を展開している。 

事務組織は，７部 22 課３事務区により構成し，再編・合理化によって運営体制の強化・充実を図っている。

専門性を要する職務には，必要な能力を有する職員を柔軟に配置し，教育研究活動への有効な支援が可能な事

務組織を実現している。 

また，本学の最高意思決定機関である役員会，及び部局等の意見を表明する機能を集約した部局長等会議を

共に週１回開催し，学長のリーダーシップのもと迅速な意思決定を行っている。 

関係者のニーズを把握する取組は「学勢調査」等各種実施し，関係者の意見を聴取し管理運営の改善・向上

への取組みを全学的に行っている。 

監事は関係諸規則に基づき適切に監事監査を実施し，常時各種会議等において積極的に指摘・助言を行い管

理運営の機能向上に資している。 

管理運営業務を担う人材育成のための研修は，全学としての目的・方針が示され，能力・資質向上，人事活

性化及び業務効率向上にむけ，各種研修に毎年多くの職員が参加している。 

管理運営に関する方針は，中長期目標のもとに明確に設定し，その下に選考，採用に関する規定や方針，及

び各構成員の責務と権限を定めている。また大学の目的，計画，活動状況に関するデータや情報を蓄積する，

大学情報データシステムの稼動により，構成員の必要に応じたアクセスが可能となり，年度計画の策定，進捗

確認，実績報告に有効に活用している。 

自己点検・評価については，根拠資料・データを収集・精査・保管しており，大学の総合的活動の各種自己

点検・評価は，根拠資料・データに基づき行っている。また自己点検・評価結果は社会に積極的に公表してお

り，外部評価委員による検証を十分に行っている。さらに，各種評価の結果を全学的に周知し，担当部局へ対

応を促し，改善を行うフィードバック体制が機能している。 

以上のように本学では，学長の強いリーダーシップの下に，各部局との調和を図りつつ，スパイラルアップ

型進化を実現する，機能的・戦略的マネジメント体制が機能している。 
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ⅳ 自己評価書等 

 

 対象大学から提出された自己評価書本文については、機構ウェブサイト（評価事業）に掲載しておりますので

ご参照下さい。 

 なお、自己評価書の別添として提出された資料の一覧については、次ページ以降の「ⅴ 自己評価書に添付さ

れた資料一覧」をご参照下さい。 

 

 

 

 

 

 

機構ホームページ  http://www.niad.ac.jp/ 

 

  自己評価書     http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou200803/ 

daigaku/jiko_tokyokogyo_d200803.pdf 
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ⅴ 自己評価書に添付された資料一覧 

 

基 準 資料番号 根拠資料・データ名 

基準１ 1-1-1-1 

1-1-1-2 

1-2-1-1 

1-2-2-1 

1-2-2-2 

1-2-2-3 

1-2-2-4 

1-2-2-5 

1-2-2-6 

「21世紀の個性輝く東京工業大学検討委員会」将来構想検討部会報告書（抜粋） 

大学要覧「進化する東京工業大学2006」（抜粋） 

新入生オリエンテーション資料 

大学要覧・資料編「東京工業大学2006 PROFILE」 

大学要覧「進化する東京工業大学2006」（英語版）（抜粋） 

大学要覧・資料編「東京工業大学2006 PROFILE」（英語版）（抜粋） 

大学案内（抜粋）  

大学紹介DVD 

広報誌「Tech Tech」（抜粋） 
基準２ 2-1-1-1 

2-1-1-2 

 

2-1-1-3 

2-1-2-1 

2-1-2-2 

2-1-2-3 

2-1-2-4 

2-1-2-5 

2-1-3-1 

2-1-3-2 

2-1-5-1 

2-1-5-2 

2-2-1-1 

2-2-1-2 

2-2-1-3 

2-2-1-4 

2-2-2-1 

学則第４条（学部），第97条（学科） 

大学要覧・資料編「東京工業大学2006 PROFILE」（抜粋） 

学部（学科・学科目）（Ｐ６～８）  

類に関する規則 

教育推進室設置要項，教育推進室の組織図 

教育企画会議・議事メモ（抜粋） 

教育推進会議・議事メモ（抜粋） 

全学科目教育協議会規程，全学科目教育協議会議事要録 

全学科目教育の責任分担に関する覚書（平成８年２月２日評議会決定） 

「21世紀ＣＯＥプログラム」拠点一覧 

大学要覧・資料編「東京工業大学2006 PROFILE」（抜粋）大学院（Ｐ３～５） 

学則（第９条，第10条，第11条） 

学内共同研究教育施設および学内共通施設等の規則 

組織運営規則 

平成18年度教育研究評議会議事要録（抜粋） 

教授会通則 

平成18年度教授会議事の概要等（抜粋） 

教育協議会規程，教育協議会議事要録 
基準３ 3-1-1-1 

3-1-1-2 

3-1-2-1 

3-1-2-2 

3-1-2-3 

3-1-2-4 

3-1-3-1 

3-1-3-2 

3-1-3-3 

学則第74条・第75条・別表２（講座制） 

学則第97条第２項・別表５（学科目制） 

研究科（専攻別）教員数一覧 

学部（学科別）教員数一覧 

教員選考規則 

教授の選考に関する細則 

将来構想検討部会報告書（抜粋）：P27「教育の理念」 

大学要覧「進化する東京工業大学2006」（P７）（抜粋） 

学部学習案内及び教授要目（抜粋） 
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3-1-5-1 

3-1-6-1 

3-1-6-2 

3-1-6-3 

3-1-6-4 

3-1-6-5 

3-2-1-1 

3-2-2-1 

 

3-2-2-2 

3-2-2-3 

3-2-2-4 

3-2-2-5 

3-2-2-6 

3-2-2-7 

3-3-1-1 

3-4-1-1 

3-4-1-2 

イノベーションマネジメント研究科（技術経営専攻）専任教員リスト 

教員の任期に関する規則 

任期付教員数（Ｈ19・５・１現在） 

東京工業大学教育賞要項 

教員サバティカル研修制度実施細則 

グローバルエッジ研究院規則 

理工学研究科（理学系・工学系）教員選考に関する申合せ 

大学教員の評価に関する取扱いについて 

同上別紙 評価項目 

教員個人評価の実施状況 

教育工学開発センターが協力して行った大学教育改善のための評価活動 

工学部専門分野の科目に対する授業評価アンケート集計報告（抜粋）（平成17年度） 

授業評価結果に対する教員のフィードバックに関する調査結果 

社会理工学研究科「授業評価調査結果」 

イノベーションマネジメント研究科「授業評価」 

授業細目（シラバス）ウェブサイト（抜粋） 

事務局事務分掌規程（第８条：学務部教務課事務分掌） 

技術部の組織及び運営等に関する規則 
基準４ 4-1-1-1 

4-1-1-2 

4-1-1-3 

4-1-1-4 

4-1-1-5 

4-2-1-1 

4-2-1-2 

4-2-1-3 

4-2-1-4 

4-2-1-5 

 

4-2-1-6 

4-2-2-1 

4-2-2-2 

4-2-2-3 

4-2-2-4 

4-2-2-5 

4-2-3-1 

4-2-3-2 

4-2-3-3 

4-2-3-4 

大学要覧「進化する東京工業大学 2006」（再掲）前出・資料1-1-1-2 

アドミッション・ポリシー本文 

大学案内（再掲）前出・資料3-1-3-3  

学生募集要項（抜粋）  

オープンキャンパス・大学説明会・高校訪問・大学見学会等の資料 

過去３年の入試問題（前期日程・後期日程入試問題冊子）（抜粋） 

第１類（理学部）特別入学資格試験（ＡＯ型）学生募集要項（抜粋） 

高大連携特別選抜学生募集要項（抜粋） 

帰国子女特別選抜学生募集要項（抜粋） 

修士課程学生募集要項（抜粋） 

清華大学（中国）との大学院合同プログラム 

博士後期課程学生募集要項（抜粋） 

外国人留学生・編入学試験実施状況 

過去３年の入試問題（外国人留学生・編入学試験問題冊子）（抜粋） 

私費外国人留学生特別選抜募集要項（抜粋） 

国際大学院プログラム「学生募集要項」（抜粋） 

学部編入学学生募集要項（抜粋） 

学部入学者選抜委員会規則 

平成19年度東京工業大学個別学力検査（前期日程）実施体制 

大学院入学者選抜委員会規則 

入試室設置要項等 
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4-2-4-1 

4-3-1-1 

4-3-1-2 

入試改革検討部会答申 

過去５年間の入学状況一覧 

学生収容定員充足向上検討WG 
基準５ 5-1-1-1 

5-1-1-2 

5-1-2-1 

5-1-3-1 

5-1-4-1 

5-1-4-2 

5-1-4-3 

5-1-4-4 

5-1-4-5 

5-1-4-6 

5-1-4-7 

5-1-4-8 

5-1-4-9 

5-1-4-10 

5-1-4-11 

5-1-4-12 

5-1-4-13 

5-1-4-14 

5-2-1-1 

 

5-2-1-2 

5-2-1-3 

 

5-2-1-4 

5-2-1-5 

5-2-1-6 

5-2-1-7 

5-2-1-8 

5-2-1-9 

5-2-2-1 

5-2-3-1 

5-2-3-2 

5-3-1-1 

5-3-1-2 

5-4-1-1 

5-4-1-2 

学部学習案内および教授要目（再掲）前出・資料3-1-3-3 

平成19年度学部学習時間割（抜粋） 

創造性育成授業科目（選定科目）一覧 

平成18年度工学部専門の科目に対する学生授業アンケート集計報告（再掲）前出・資料3-2-2-4 

四大学連合憲章 

四大学連合複合領域コース案内 

四大学連合複合領域コース大学別コース別所属者数 

お茶の水女子大学との単位履修協定 

学部学習案内および教授要目（P47．大学院授業科目等の受講案内） 

インターンシップの単位認定について 

平成18年度インターンシップによる授業科目（単位取得者）一覧 

学則第101条（編入学） 

学則第70条第６号（修士課程の入学資格） 

学則第70条第６号の取扱いについて（学部３年次からの大学院入学について） 

学則第111条（早期卒業） 

早期卒業に関する規則 

平成18年度飛び級入学者数 

平成18年９月および平成19年３月学部卒業者リスト 

特色ある大学教育支援プログラム｢進化する創造性教育｣及び創造性育成科目などのウェブサイト 

ものつくり教育支援センターのウェブサイト 

国際親善ロボットコンテストのウェブサイト 

特色ある大学教育支援プログラム： 

「小中校用バイオ教材開発による競創的教育」の紹介用パンフレット 

教育用コンピュータシステムのウェブサイト 

ネットワーク型の英語学習システムのウェブサイト 

文系科目シラバス目次  

講義支援システム(LMS)のウェブサイト 

東京工業大学オープンコースウェア のウェブサイト 

現代的教育ニーズ取組支援プログラム「工学導入教育教材の開発」 

授業細目（シラバス）ウェブサイト 

数学相談室のウェブサイト 

リフレッシュルーム等の設置状況 

授業細目（シラバス）ウェブサイト 

学部学習規程 

大学要覧「進化する東京工業大学2006」（再掲）前出・資料1-1-1-2 

大学院学習案内及び教授要目（抜粋） 
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5-4-1-3 

5-4-2-1 

5-4-2-2 

5-4-3-1 

5-4-4-1 

5-4-4-2 

5-4-4-3 

5-5-1-1 

5-5-1-2 

5-5-1-3 

5-5-2-1 

5-5-2-2 

5-5-2-3 

5-6-2-1 

5-6-2-2 

5-7-2-1 

5-7-2-2 

5-7-2-3 

5-7-2-4 

5-7-3-1 

5-7-4-1 

5-7-4-2 

5-8-1-1 

5-8-1-2 

5-8-1-3 

5-8-1-4 

5-8-1-5 

5-8-2-1 

5-8-3-1 

5-8-4-1 

 

5-8-4-2 

5-9-1-1 

5-11-1-1 

5-11-2-1 

5-11-2-2 

大学院学習案内及び教授要目（副専門制度） 

東京工業大学中期目標 

授業細目（シラバス）ウェブサイト 

研究活動の授業への反映例 

専攻ガイダンス実施状況 

授業細目（シラバス）ウェブサイト 

講義支援システム “Tokyo Tech LMS”関連資料 

学則 

大学院学習規程 

創造性育成科目認定授業科目一覧 

授業細目（シラバス）ウェブサイト 

学内LANの設置状況（アクセスエリア・マップ） 

学内LANの周知資料（東工大ポータル・利用案内） 

産学協同による実践的PBL教育プログラム 

社会共生型創発力を育む産学連携実践教育 

授業細目（シラバス）ウェブサイト 

大学院専門科目のシラバスリンク集 

専攻シラバス（例） 

シラバス（例） 

修士，博士及び修士（専門職）学位審査等取扱要項 

成績表 

成績追加訂正報告書 

イノベーションマネジメント研究科パンフレット 

技術経営専攻シラバス 

授業時間割 

授業アンケート結果 

派遣企業とのMOT懇談会資料 

経営者論セミナー，企業実践セミナーゲストリスト 

平成18年度ケース教材開発の内容の概要 

新入生オリエンテーション・入試説明会資料 

カスタマイズド履修メニュー 

大学院学習規程（第５条） 

デュアルディグリー実施要綱 

技術経営専攻短期修了要件 

成績評価の分布（抜粋） 

プロジェクトレポートの例（抜粋） 
基準６ 6-1-1-1 

6-1-1-2 

6-1-1-3 

新生(2004) 

大学要覧「進化する東京工業大学 2006」（再掲）前出・資料1-1-1-2 

大学ウェブサイト  
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6-1-1-4 

6-1-1-5 

 

6-1-1-6 

 

6-1-2-1 

6-1-3-1 

6-1-3-2 

6-1-3-3 

6-1-3-4 

6-1-3-5 

6-1-3-6 

6-1-3-7 

6-1-3-8 

6-1-3-9 

 

6-1-3-10 

6-1-5-1 

6-1-5-2 

6-1-5-3 

6-1-5-4 

 

平成18年度教育企画会議・議事メモ（抜粋）（再掲）前出・資料2-1-2-2 

平成16事業年度に係わる業務の実績に関する報告書（抜粋）（平成17年6月）（中期・年度計画；

育成すべき人材像及び教育目標設定並びに教育推進室関連部分） 

平成17事業年度に係わる業務の実績に関する報告書（抜粋）（平成18年6月）（中期・年度計画；

育成すべき人材像及び教育目標設定並びに教育推進室関連部分） 

教員研究業績一覧（抜粋） 

教育工学開発センターが協力して行った大学教育改善のための評価活動 

全学科目授業評価結果の推移（平成13年度～16年度） 

授業評価結果に対する教員のフィードバックに関する調査結果（再掲）前出・資料3-2-2-5  

東京工業大学 工学部専門の科目に対する授業評価アンケート集計報告（再掲）前出・資料3-2-2-4

学生評価の高い講義担当教員情報掲載の意義と課題 

専門分野の授業評価アンケートで学生評価の高かった講義科目担当教員 

学生評価の高かった講義担当教員の授業への取り組み，創意工夫 

「授業評価地球惑星科学専攻2005」より 

「学生による授業評価－東京工業大学理学部地球惑星科学科の場合－」 

大学の物理教育，10巻，p.189 (2004年) 

学生による試行的授業評価結果（東京工業大学生命理工学部） 

卒業生に対するアンケ－ト調査結果 

社会理工学研究科就学経験者評価調査2006報告書 

Kuramae Journal  

週刊ダイヤモンド（2006/02/18号）（抜粋） 

PRESIDENT（2006.11.15号）（抜粋） 

大学ランキング（朝日新聞社；2006年版）（抜粋） 
基準７ 7-1-1-1 

7-1-1-2 

7-1-1-3 

7-1-1-4 

7-1-1-5 

7-1-2-1 

7-1-2-2 

7-1-2-3 

7-1-2-4 

7-1-2-5 

7-1-2-6 

7-1-2-7 

7-1-2-8 

7-1-3-1 

7-1-5-1 

7-1-5-2 

平成18年度 類別オリエンテーション実施要領  

平成18年度 新入生セミナー実施報告書（東工大クロニクル抜粋） 

学科所属等オリエンテーション実施予定日等 

大学院入学者を対象にしたガイダンス等の実施状況について 

材料物理科学専攻 新入生オリエンテーション日程表など 

学生相談室規則 

平成19年度学生相談室委員会委員（相談員）名簿 

類の運営に関する申合せ 

平成19年度類別クラス担任・クラス担当助言教員一覧 

平成19年度学科長及び２年次以降の助言教員名簿 

東工大ピアサポート 

平成18年度ピアサポートサービス利用実績 

数学相談室（一年生対象），数学科学部生のための数学相談室 

学勢調査結果 

留学生センター規則（第２条：目的，第３条：業務） 

留学生センター日本語及び日本事情等の教育に関する細則 



東京工業大学 

 

 2-(8)-74

7-1-5-3 

7-1-5-4 

 

7-2-1-1 

7-2-1-2 

7-2-2-1 

7-2-2-2 

7-2-2-3 

7-2-2-4 

7-2-2-5 

7-2-2-6 

7-2-2-7 

7-3-1-1 

7-3-1-2 

7-3-1-3 

7-3-1-4 

7-3-1-5 

7-3-1-6 

7-3-1-7 

7-3-1-8 

7-3-1-9 

7-3-1-10 

7-3-1-11 

7-3-1-12 

7-3-1-13 

7-3-2-1 

7-3-2-2 

7-3-3-1 

7-3-3-2 

7-3-3-3 

7-3-3-4 

7-3-3-5 

7-3-3-6 

7-3-3-7 

7-3-4-1 

7-3-4-2 

7-3-4-3 

7-3-4-4 

7-3-4-5 

チューター業務の手引き 

社会人学生に対する学習支援体制（イノベーションマネジメント研究科・専門職学位課程の

時間割，オフィスアワー等の資料） 

自主的学習環境施設・設備の整備状況等 

附属図書館の学生グループ研究室について 

課外活動団体に関する申し合わせ 

課外活動団体一覧 

平成18年度全国大会等の成績 

課外活動供用施設使用規則 

課外活動供用施設使用規則細則 

体育館規則 

体育館規則細則 

保健管理センター規則 

保健管理センターパンフレット（平成19年度） 

保健管理センター年報（平成17年度）（抜粋） 

平成19年度医師・カウンセラー日程表 

学生相談室規則 

学生相談室利用案内（平成19年度） 

学生相談室年報（平成17年度）（抜粋） 

ピアサポート学生相談実施要項 

ピアサポート学生相談実施要項細目 

平成19年度就職担当教員・事務職員リスト 

学生支援センター規則 

学生支援センターパンフレット（平成19年度） 

ハラスメントの防止等に関する規則 

学生支援課ウェブサイト 

学生アルバイト情報ネットワークパンフレット 

留学生センター規則 

VISAコンサルティングサービスのお知らせ 

留学生チューターハンドブック（ウェブサイト版） 

留学生会館細則 

洗足池国際交流ハウス規則 

外国人留学生用キャンパスガイド（抜粋） 

ハンディキャップマップ  

日本学生支援機構奨学金受給者数 

日本学生支援機構奨学金について（東京工業大学ウェブサイト） 

民間等奨学金受給者数（留学生） 

民間奨学金（給与）受給者数（日本人学生） 

民間等奨学金（貸与）受給者数（日本人学生） 
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7-3-4-6 

7-3-4-7 

7-3-4-8 

7-3-4-9 

7-3-4-10 

7-3-4-11 

7-3-4-12 

7-3-4-13 

平成18年度民間育英奨学団体奨学金募集一覧〔給与奨学金〕（東京工業大学ウェブサイト） 

平成18年度民間育英奨学団体奨学金募集一覧〔貸与奨学金〕（東京工業大学ウェブサイト） 

学則第35条（抜粋） 

入学料の免除及び徴収猶予，授業料の免除及び徴収猶予並びに寄宿料免除規程（抜粋） 

平成18年度前期授業料免除及び徴収猶予 

平成18年度後期授業料免除及び徴収猶予 

松風学舎細則 

松風学舎寄宿料及び平成18年度月別入居人数 
基準８ 8-1-1-1 

 

 

8-1-1-2 

8-1-1-3 

8-1-1-4 

8-1-1-5 

8-1-1-6 

8-1-1-7 

8-1-1-8 

8-1-1-9 

8-1-2-1 

8-1-2-2 

8-1-2-3 

8-1-2-4 

8-1-2-5 

8-1-3-1 

8-1-3-2 

8-1-3-3 

8-1-3-4 

8-1-3-5 

8-1-3-6 

大学要覧・資料編「東京工業大学2006 PROFILE」（抜粋）キャンパスマップ（P33～35） 

・大岡山キャンパス 

・すずかけ台キャンパス 

課外活動用施設の利用状況 

講義室稼働状況 

施設管理の現状に関する資料「東京工業大学施設管理」（抜粋） 

平成16年度構築のデータベース「部屋別の用途，面積，利用状況等」 

ユーザーへアンケート調査「建物入居後の満足度に関するアンケート調査」 

部位別調査 

耐震診断調査 

ハンディキャップ・マップ 

情報倫理ポリシー 

情報セキュリティポリシー 

情報倫理規則 

情報セキュリティ規則 

情報倫理とセキュリティのためのガイド （ウェブサイト） 

「時－空を緑でつなぐ大岡山キャンパス」将来計画 

すずかけ「ペリパトスの研杜21」将来計画 

施設報告書2006 

体育館規則，使用細則 

学生便覧(CD-ROM) 

図書館利用案内（抜粋） 
基準９ 9-1-1-1 

9-1-1-2 

 

 

9-1-1-3 

9-1-1-4 

9-1-2-1 

9-1-2-2 

9-1-2-3 

教育推進会議・議事メモ（再掲）前出・資料2-1-2-3 

Tokyo Tech Now ’02 －自己点検・自己評価・外部評価－国立大学法人化へ向けて（抜粋） 

Tokyo Tech Now ’99 －自己点検・自己評価・外部評価－21世紀の個性輝く大学を目指して-（抜

粋） 

全学テーマ別評価自己評価書「教養教育」（抜粋） 

ものつくり教育研究支援センター 年報2005（抜粋） 

教育工学開発センターが協力して行った大学教育改善のための評価活動 

工学部専門分野の科目に対する授業評価アンケート集計報告（平成17年度） 

授業評価結果に対する教員のフィードバックに関する調査結果（再掲）前出・資料3-2-2-5 



東京工業大学 

 

 2-(8)-76

9-1-2-4 

9-2-1-1 

9-2-1-2 

9-2-2-1 

9-2-3-1 

学勢調査結果（再掲）前出・資料7-1-3-1 

FD研修会報告 

2004年度教員初任者向け授業改善研修報告書 

H13後～H16後全学授業評価時系列集計 

技術部の活動状況 
基準10 10-1-1-1 

10-1-1-2 

10-1-1-3 

10-1-1-4 

10-1-2-1 

10-1-2-2 

10-1-2-3 

10-2-1-1 

10-2-1-2 

10-2-2-1 

10-3-1-1 

10-3-2-1 

10-3-2-2 

10-3-2-3 

開始貸借対照表 

平成16年度貸借対照表（財務諸表） 

平成17年度貸借対照表（財務諸表） 

平成18年度貸借対照表（財務諸表） 

平成18年度 決算報告書 

外部資金の変遷（大学要覧・資料編「東京工業大学2006 PROFILE」抜粋） 

国立大学等の授業料その他の費用に関する省令 

中期計画（予算，収支計画及び資金計画） 

年度計画（予算，収支計画及び資金計画） 

損益計算書（財務諸表） 

官報の該当箇所 

内部監査規則，内部監査実施要項，監事監査規程，監事監査実施細則 

監事監査報告書（平成18事業年度(第３期)） 

独立監査人の監査報告書 
基準11 11-1-1-1 

11-1-1-2 

11-1-1-3 

11-1-1-4 

11-1-2-1 

11-1-2-2 

11-1-3-1 

11-1-4-1 

11-1-4-2 

11-1-4-3 

11-1-5-1 

11-1-5-2 

11-1-5-3 

11-2-2-1 

11-3-1-1 

11-3-1-2 

11-3-1-3 

 

 

11-3-2-1 

経営協議会，教育研究評議会，部局長等会議の各名簿 

事務局組織規則  

事務組織新旧対照表 

教育推進室の組織図 

役員会，経営協議会，教育研究評議会，部局長等会議の各規則 

学長補佐室設置要項 

学勢調査結果（再掲）前出・資料7-1-3-1 

監事監査規程，監事監査実施細則 （再掲）前出・資料10-3-2-1 

平成18年度監事による監査の実施について 

監査報告書（再掲）前出・資料10-3-2-2 

職員研修規則   

今後の人材育成及び研修制度の在り方について 

研修実施一覧 

大学情報データベース「中期計画主担当部局等一覧」 

評価室設置要項  

中期目標・中期計画及び年度計画「観点・指標・根拠資料・データ一覧表」（抜粋） 

Tokyo Tech Now ’02 －自己点検・自己評価・外部評価－国立大学法人化へ向けて（抜粋） 

Tokyo Tech Now ’99 －自己点検・自己評価・外部評価－21世紀の個性輝く大学を目指して-（抜

粋）（再掲）資料・前出9-1-1-2 

Tokyo Tech Now「送付先一覧」（受払簿） 
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